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令和４年第８回白石町議会定例会会議録 

 

 会議月日  令和４年12月15日（第９日目） 

 場  所  白石町役場議場 

 開  会  午前９時30分 

 

１．出席議員は次のとおりである。        

     １番  吉 岡 正 博      ９番  大 串 武 次 

     ２番  岸 川 信 義      10番  吉 岡 英 允 

     ３番  友 田 香将雄      11番  草 場 祥 則 

     ４番  重 富 邦 夫      12番  井 﨑 好 信 

     ５番  中 村 秀 子      13番  内 野 さよ子 

     ６番  定 松 弘 介      14番  西 山 清 則 

     ７番  前 田 弘次郎      15番  溝 上 良 夫 

     ８番  溝 口   誠      16番  片 渕 栄二郎 

 

２．欠席議員は次のとおりである。 

    な  し 

 

３．地方自治法第121条の規定により説明のため出席した者は次のとおりである。 

   町    長  田 島 健 一    副  町  長  百 武 和 義 

   教  育  長  北 村 喜久次    総 務 課 長  千 布 一 夫 

   企画財政課長  坂 本 博 樹    総合戦略課長  山 口 裕 一 

   税 務 課 長  大 串 恭 隆    住 民 課 長  江 島 利 高 

   保健福祉課長  矢 川 靖 章    長寿社会課長  武 富   健 

   生活環境課長  土 井   一    農業振興課長  木 須 英 喜 

   商工観光課長  吉 村 大 樹    農村整備課長  中 村 政 文 

   建 設 課 長  笠 原 政 浩    会 計 管 理 者  谷 川 友 子 

   学校教育課長  出 雲   誠    生涯学習課長  谷 﨑 孝 則 

   農業委員会事務局長  久 原 正 好    主任指導主事  梅 木 純 一 

 

４．議会事務のため出席した事務局職員は次のとおりである。 

   議会事務局長  久 原 雅 紀 

   課 長 補 佐  中 原 賢 一 

   議 事係書 記  緒 方 千鶴子 

        

５．会議録署名議員の指名 会議録署名議員に次の２人を指名した。 

     １番  吉 岡 正 博      ２番  岸 川 信 義 
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６．本日の議事日程は次のとおりである。 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

 日程第２ 一般質問 

 

        ７．西山清則議員 

         １．再犯防止推進計画の策定について 

         ２．いじめ防止対策について 

         ３．活力ある町づくりについて 

 

        ８．中村秀子議員 

         １．部活動の地域移行について 

         ２．町立あかり保育園の民営化について 

 

        ９．井﨑好信議員 

         １．農業の振興について 

         ２．水産業の振興について 

 

 日程第３ 常任委員会の閉会中における所管事務調査 

 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

９時30分 開議 

 

○片渕栄二郎議長 

 おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

 

日程第１ 

○片渕栄二郎議長 

 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 会議規則第119条の規定により、本日の会議録署名議員として、吉岡正博議員、岸

川信義議員の両名を指名します。 

 

日程第２ 

○片渕栄二郎議長 

 日程第２、これより一般質問を行います。 

 本日の通告者は３名です。 

 順次発言を許します。西山清則議員。 

 

○西山清則議員 

 議長の許可をいただきましたので、一般質問３日目のトップバッターとして質問い
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たします。 

 大きく３点を通告しております。白石町が元気で明るく、安心して暮らせていける

ように願って質問をいたします。 

 まず、１点目です。 

 県においては、再犯の防止等の推進に関する法律（再犯防止推進法）の規定により、

再犯防止推進計画の策定を進めています。「一人ひとりに寄り添い、支え合い、分か

り合う共生のまち“さが”の実現 ～誰一人孤立することのない円滑な社会参加を目

指して～」を基本理念として、５つの基本方針及び７つの重点課題を踏まえ、県は今

後の取り組みとして６つ上げております。１つ、国、市町及び民間団体との推進強化、

２つ、就労の支援、住民の取り組み、３つ、高齢者または障がい者への支援、薬物依

存者への支援、４つ、学校等と連携した修学支援の実施、５つ、再犯をした者等の特

性に応じた効果的な指導の実施、６つ、民間協力者の活動の促進、広報・啓発活動の

促進を考えています。よって、本町も地域住民が安心して暮らしていけるようにする

ためにも、まず再犯防止推進計画策定委員会を立ち上げる必要があると思うが、いか

がでしょうか。 

 

○矢川靖章保健福祉課長 

 再犯防止推進計画についての質問をいただきました。 

 平成28年12月に再犯防止等の推進に関する法律が公布施行されました。これを受け

まして、国においては平成29年12月に再犯防止推進計画が閣議決定され、佐賀県にお

いては平成31年４月に佐賀県再犯防止推進計画が策定されました。市町村においても、

再犯防止推進計画の策定は努力義務とされております。友田議員の一般質問の答弁で

も申し上げましたが、安全・安心なまちづくりのためには防犯、再犯対策も重要な取

り組みになると思っております。犯罪をした人が再び罪を犯す再犯の現状としては、

検挙者に占める再犯者の割合が全国でも、また佐賀県でも50％近くとなっており、防

犯対策としては再犯防止が非常に効果的だと言えます。白石町においても、今後再犯

防止推進計画の策定に向けて準備を行っていきたいと思っております。計画策定の際

には、再犯防止推進計画策定委員会を立ち上げ、策定することになると思っておりま

す。 

 以上です。 

 

○西山清則議員 

 今の答弁で、前向きに考えていただき、よろしくお願いしたいと思っております。 

 次に移ります。 

 現在の更生保護制度は、第２次世界大戦後に確立されています。昭和24年に犯罪者

予防更生法が施行され、昭和25年には保護司法が施行、昭和28年に執行猶予者保護観

察法が施行されています。その後、平成16年から17年にかけて保護観察対象者等によ

る社会の注目を集めた重大再犯が連続して発生したため、更生保護制度改革が行われ、

平成20年に更生保護法が施行されています。この更生保護法は、犯罪をした者及び非

行のある少年に対し、社会内において適切な処遇を行うことにより再び犯罪をするこ
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とを防ぎ、またはその非行をなくし、これらの者が善良な社会の一員として自立し、

改善更生することを助けるとともに恩赦の適切な運用を図るほか犯罪予防の活動の促

進等を行い、もって社会を保護し、個人及び公共の福祉を増進することを目的に施行

されました。そういったことで、更生保護法について、基礎自治体である市町の役割

をどのように認識しておられるのか伺いたいと思います。 

 

○矢川靖章保健福祉課長 

 更生保護法について町は役割をどのように認識しているかという御質問でございま

すが、更生保護法とは、議員おっしゃるとおり、犯罪をした人が犯してしまった罪を

償い、健全な社会の一員として立ち直る手助けを行うことを主な目的として制定され

た法律となっております。再犯防止の取り組みにつきましては、国の刑事、司法、関

係機関だけでは限界があります。犯罪をした人の社会復帰のため就労、住居の確保、

保健・医療・福祉サービスなどの支援には、国、地方公共団体、民間の緊密な連携協

力を確保して総合的に取り組んでいくことが重要だと認識しております。町としても、

積極的な取り組みが必要だと思っております。 

 以上です。 

 

○西山清則議員 

 認識していただいてるということでありますので、よろしくお願いします。 

 しかし、犯罪は非行は、地域社会で生まれます。そして、罪を犯した人は、いずれ

地域社会の一員となります。だから、犯罪や非行を防ぎ安全・安心な社会を築くため

には、地域社会で受け入れ、見守り、支えていくことが必要です。再び罪を犯さない

よう立ち直りを助け、社会の一員として自立できるよう支援する必要があると思いま

す。 

 資料の市町別犯罪率を見ていただくと、県内の令和３年度確定値はこの数字になっ

ております。よって、再犯防止を推進するに当たり、職に就いてもらうのが一番だと

思い、受け入れていただく民間協力者である雇用主にお願いしに回っております。こ

のことについてはどう思っておられるのか伺います。 

 

○矢川靖章保健福祉課長 

 犯罪をした人が再び罪を犯さず、実社会の中でその健全な一員として更生するには、

本人の強い意志や行政機関の働きかけだけではなく、地域社会の理解と協力も不可欠

だと考えております。地域社会の協力が必要なものの中でも、議員がおっしゃるとお

り、就労の確保が重要な部分を占めていると思っております。就労の確保については、

保護観察所において各都道府県の就労支援事業者機構や更生保護関係者、矯正施設、

労働局、ハローワーク、地方公共団体、商工会議所等経済産業団体、その他関係機関、

団体等が連携して、新たな協力雇用主の開拓、確保に努めているところです。白石町

としても、保護観察所、県、民間団体等と連携しながら雇用主開拓に努めていかなけ

ればならないと思っているところです。 

 以上です。 
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○西山清則議員 

 その辺はよろしくお願いしたいと思っております。 

 それでは、町長に伺います。 

 再犯防止推進法は、平成28年12月に施行されています。誰一人取り残さない社会の

実現に向け、国、地方公共団体、民間の緊密な連携協力を確保して、再犯防止施策を

総合的に推進し、刑事司法手続のあらゆる段階で切れ目のない指導及び支援をして、

犯罪被害者等の存在を十分に認識し、犯罪をした者等に犯罪の責任や犯罪被害者の心

情等を理解させ、社会復帰のために自ら努力させることの重要性を踏まえて、犯罪等

の実態、効果検証、調査研究の成果を踏まえ、社会情勢等に応じた効果的な施策を実

施し、再犯防止の取り組みを講じるなどにより、広く国民の関心と理解を醸成するよ

う進められています。 

 資料を見ていただくと分かるように、県内市町の策定状況です。よって、地域福祉

計画の中に盛り込んででも早急に再犯防止推進計画等の策定をすべきだと思うが、町

長の考えを伺います。 

 

○田島健一町長 

 西山議員の御質問、早急に計画を策定すべきではないかとのことでございます。課

長答弁でも申し上げましたけれども、犯罪をした人が再び罪を犯さず、実社会の中で

その健全な一員として更生するためには、本人の強い意志や行政機関の働きかけだけ

ではなく、地域社会の理解と協力も不可欠でございまして、就労、住居の確保、保

健・医療・福祉サービスなどの支援が必要となります。その支援、協力を推進するた

めにも再犯防止推進計画は策定しなければならないと思っており、県内の他市町でも

今後計画の策定は進んでいくものと思っております。議員からは地域福祉計画の中に

盛り込んではどうかとの提案もいただきましたが、地域福祉計画の中に盛り込むとな

ると施策、再犯の現状など十分な内容の記述ができないため町民の皆様には分かりづ

らいものとなってしまうおそれがございまして、白石町といたしましては再犯防止推

進計画は単独で策定し、その策定時期につきましては、先ほど課長答弁にありました

ように策定委員会等々も立ち上げなければならないということもございまして、令和

５年度中の令和６年３月を目標にというふうに考えておるところでございます。 

 以上でございます。 

 

○西山清則議員 

 町長の答弁では、単独での策定を令和６年３月を目標と考えておられるということ

でありますので、よろしくお願いいたします。 

 次に、大きな２項目めに移ります。 

 全国各地では、悪質ないじめによる不登校やひきこもり、自殺など、重大事態とな

る事例も多くマスコミ等で報道されています。本日の新聞にも掲載されていました。

また、先日佐賀新聞に、いじめ、不登校の実態が掲載されていました。県内の不登校、

小学校549人、中学校1,091人で、いじめは小学校3,501人、中学校1,299人になってい
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ました。本町の各小・中学校の実態はどうなっているのか伺います。 

 

○梅木純一主任指導主事 

 まず初めになりますが、いじめ防止対策推進法が平成25年に制定をされて、その中

でいじめについては言葉チームが難しくなりますが、いじめとは、児童・生徒に対し

て、当該児童・生徒が在籍する学校に在籍している当該児童・生徒等と一定の人的関

係のある他の児童・生徒が行う心理的または物理的な影響を与える行為（インターネ

ットを通じて行われるものも含む）であって、当該行為の対象となった児童・生徒が

心身の苦痛を感じているものと定義されています。つまり、いじめとは、行為の程度

や内容によって判断するものではなく、１つ目として行為の事実があったか、２つ目

にそのことに対して被害者が苦痛に感じているか、この２点を基にいじめの認知を行

うこととしております。 

 このような中、白石町においては、令和３年度小学校で101件、中学校で21件、計

122件、令和４年度10月までの段階で小学校で65件、中学校で９件、計74件のいじめ

の認知報告を受けております。この中で特に多いいじめの形態としましては、冷やか

しやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われるという項目が一番多く上がって

いる状況です。 

 

○西山清則議員 

 この数字でありますと、なかなか個別の各学校別に言ったらいろんな差し支えがあ

る可能性がありますのでいいとしましても、ただ行為をするものは冷やかしのつもり

でも、何回も行えば被害を受けた人は嫌な感じをしていると思っております。いじめ

件数は令和３年度より４年度は少なくなっていますが、学校だけでとめていることは

ないのか。そこで、各学校別に学校いじめ問題調査委員がおられますが、どのように

いじめ問題調査をされておられるのでしょうか。また、学校いじめ防止対策委員会は

年に２回行われていると言われていますが、いじめ防止対策委員の会議内容はどうな

っているのか伺いたいと思います。 

 

○梅木純一主任指導主事 

 議員のおっしゃるとおり、学校にはいじめ防止対策委員会が設置をされております。

基本的には校長や教頭、教務主任等の学校職員で構成される校内委員会、それからＰ

ＴＡ役員や評議員、スクールカウンセラー等で構成される校外の委員会の２つの委員

会があります。校外委員会が実施されます２回の会議につきましては、学校のいじめ

の基本方針の策定や年間の計画、それから学校内におけるいじめの状況やその改善の

状況等の報告などが話合いとして行われております。実際いじめが疑われる場合にお

いては、校内委員会を開催し、聞き取り、アンケートの実施等の役割分担を行い、い

じめの調査を行うというふうな形にしております。また、必要な場合においては、臨

時の拡大委員会として校外委員を招集し、状況の説明をしたり、今後の対応について

意見をいただいたりしながら、いじめの解決に向けた取り組みを進めているところで

す。 
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○西山清則議員 

 学校いじめ問題調査委員が校外委員会、学校いじめ防止対策委員が校内委員会とい

うことでよろしいでしょうか。 

 

○梅木純一主任指導主事 

 基本的にはいじめ防止対策委員会というものの設置によって校内委員と校外委員が

いらっしゃるというところで、基本的な調査というものは校内で行いますが、校内だ

けの対応では難しい場合に校外委員の方も招請して解決を図るというふうな取り組み

になっております。 

 

○西山清則議員 

 それでは、各学校でいじめに対するアンケート調査をされていると思いますが、ど

のような方法でされてるのか、記名と無記名とどちらでされているのでしょうか。ま

た、記名だと本心を書かないでいると思われますが、どういった方法でされてるのか

伺います。 

 

○梅木純一主任指導主事 

 いじめに関するアンケートは、現在１学期末及び２学期末の年２回最低限実施して

おります。対象は児童・生徒及び保護者であり、児童・生徒に関しましては記名か無

記名かについては学校の状況に応じて選択できるようになっております。保護者につ

いては記名式で行い、どちらも封筒で回収するなど、安心して記入していただけるよ

う配慮をしているところです。アンケートを通して、いじめの早期発見、早期解決、

また学校における指導体制の見直しを目的に実施をしているところであり、この目的

の達成のためにも保護者については記名での記載をお願いしているところです。 

 

○西山清則議員 

 そのアンケート調査の結果、いじめ事案の問題があった場合、加害者、被害者共に

後々に残らない指導が必要であると思いますが、どのような対応をされているのか伺

いたいと思います。 

 

○梅木純一主任指導主事 

 今議員がおっしゃるとおり、いじめ事案を早期に解決すること、被害者も加害者も

どちらも指導していくことというのが非常に重要になってくるところです。いじめを

認知した場合については、被害、加害両方から十分な聞き取りを行うということ、ま

た必要に応じては周囲児童・生徒等への聞き取りも実施をしております。子どもたち

に何が問題なのかをしっかりと考えさせ、今後安心した生活ができるためにはどうす

べきかということを考えることが重要であり、それに向けた指導を進めていかなけれ

ばいけません。また、こうした問題は学校の中だけで解決することではなく、保護者

の理解、協力を得ることというのも非常に重要になってくると考えております。そう
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した意味で、保護者への説明等についても丁寧に行うことについても各学校での情報

共有を進めているところです。 

 

○西山清則議員 

 いじめ等を受けて学校をかわられないようにやっていただきたいなと思っておりま

す。それと、いじめを受けた方は、新聞でもありますが、数年たってからいろんな問

題がまた出てきたりなんかしておりますので、そういった後々に残らないような御指

導を願いたいと思ってますけど、その辺の考えはいかがでしょうか。 

 

○梅木純一主任指導主事 

 今議員がおっしゃったとおり、被害を受けたお子さんについての今後の安心・安全

というのを守ることが重要であるというふうに考えております。見た目の解決だけで

はなく、継続した関わりを通して心理的な安定を図るということは非常に重要な要素

だと思っております。そうした意味で、被害者、加害者両方からの十分な話合いを行

うこと、それから周りで過ごす子どもたちの指導をしていくことというのは重要であ

り、欠かせない要素だというふうに認識しております。 

 

○西山清則議員 

 保護者への説明も丁寧に行うということでありますけど、両方の保護者への説明は

丁寧に行っていただいて、保護者の理解、協力を得て、進学しても後に残らないよう

な指導をお願いして、次の項に移ります。 

 学校は子どもたちを育む場所であり、社会人になるための土台づくりでもあります。

共同生活の中で命の大切さ、尊さを教え、助け合う心を持つ人間になるよう道徳の時

間を通して指導していくべきだと思いますが、学年によって教師だけでは難しいので

あれば外部から来ていただき、特別教室を開き、指導をお願いしてはどうかを伺いま

す。 

 

○梅木純一主任指導主事 

 命の大切さを学ぶ学習については学校教育活動全般で実施をされているところであ

りますが、その中心となるのが特別の教科、道徳となります。これまでの道徳の学習

が改められまして、平成30年度から小学校で、中学校では平成31年度から、特別の教

科、道徳として教科化されたところであります。年間35時間という時間ではあります

が、意図的、計画的な実践となるよう行われているところです。この内容項目、指導

する項目の一つとして生命の尊さというものが上げられており、子どもたちの発達段

階に応じて系統立てた指導が行われているところです。このほかにも、特別の教科、

道徳の時間だけに限らず、教育活動全般の中で道徳的な諸価値を育てる取り組みを実

践していかなければいけません。各学校におかれましては、産婦人科医や助産師さん

等を招いての命の誕生や生についての学習、そうしたものを学ぶ講演会等も実施して

いるところです。こうした外部機関との連携を通してより専門的な立場からの意見を

聞きながら子どもたちの学びとなるよう、今計画的に実施をしているところです。 
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○西山清則議員 

 子どもたちの心の中に一番残るのは、やっぱり３、４年生が学校での行事等を一番

覚える時期でありますし、その辺の命の尊さをしっかりと御指導願いたいと思ってお

ります。 

 また、学習を通して道徳的な判断力、心情、実践意欲と態度を育てることを目標と

していると言われておりますけれども、指導をしていただいて、現在携帯電話を持っ

ている子どもが多くなり、スマホの利用になり、「死ね」「殺すぞ」など言葉遣いが

悪くなってると聞いています。ＬＩＮＥ交換、ゲームアプリなど、スマホ等でのトラ

ブルはあってないのか伺います。 

 

○梅木純一主任指導主事 

 議員がおっしゃるとおり、スマホの所持率というのは年々高くなってきております。

また、通信ができるゲーム機等の保持なども含めて、子どもたちがＳＮＳ等の環境に

触れるというものが広がっている現状です。このような中で、ＳＮＳ等のトラブル等

についても事案として報告がされるようになってきております。学校での通信機器の

活用やモラルの育成といった取り組みは、もちろん力を入れていかなければいけない

内容となっております。あわせて、こうした機器に触れる機会は家庭に帰ってからの

ことにもなりますので、ＰＴＡとの連携等も進めていかなければいけないというふう

に考えております。お互いにできることが何かということを考えていきながら、子ど

もたちの通信機器に触れる環境について今後さらに深めていかなければいけない現状

にあると認識しております。 

 

○西山清則議員 

 今現在スマホ等は親が責任を持って持たせているという感じでありますけれども、

変な方向に行かないような御指導も願いたいと思っております。 

 それで、以前は45人でも50人でも一人の教師で子どもたちを見ておられました。現

在１学級40人以下で20人を切っている学年もあります。それでも、一人の教師で目が

届かないでいるようであります。今後統合して担当する児童・生徒が増えてくるので、

目配り、気配りがこれまで以上に厳しくなるのではないでしょうか。今後の教師への

指導はどのようにされていくのか伺います。 

 

○梅木純一主任指導主事 

 今後のいじめ等の対応、指導についてというところになるかと思いますが、一人で

１学級を見るという考え方から、今後はチームとして、教師集団として子どもたちを

見ていくという考え方へのシフトチェンジが必要ではないかなというふうに考えてお

ります。統合再編を控えながら子どもたちの集団が変わっていく中で、教師集団とし

て対応するための方法についてさらに研さんを積み重ねていく必要があると考え、こ

の視点で教師の指導力向上という点を考えていきたいと思っております。 
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○西山清則議員 

 現在の子どもたちは教師を友達感覚でお付き合いをしているような感じがいたしま

すので、その辺は教師の威厳を持って指導していただきたいなと思っております。 

 それでは、教育長に伺います。 

 本町の子どもたちの方向性をどのように導きたいのか、他の市町に転校しない、ま

た他の市町から転校してくるような指導のできる教師の指導をしていただきたいと思

っております。以前は長期休暇等を利用しながら児童と一緒に研究したり、星の観察

をして児童・生徒に興味を持たせ、学校へ行くのも楽しくなるような指導があったよ

うに思われます。将来の展望について考える子どもも増えてくると思われますので、

社会のサラリーマンではなく、教師としての指導を願うものであります。それができ

ない教師であれば、できる教師を本町に連れてきてほしいと願うものでありますが、

いかがでしょうか。 

 

○北村喜久次教育長 

 西山議員のほうからは子どもたちのいじめの問題とその対応等について質問を受け

ているわけですけれども、いじめ、あるいは問題行動等は、いわゆる生徒指導という

ことに関することです。それで、この生徒指導というのは、問題行動だけに対応する

ものではなくて、選ぶことのできない出会いから始まる生徒集団になります。子ども

たちは人を選ぶことができません。それで、それを励まし合い、支え合う集団に変え

ていくという大きな仕事を抱えているわけです。これはもちろん個人の経験、資質は

もとより、組織で対応するためのリーダーシップが非常に問われます。そういう意味

で、現在大量退職、大量採用の時代を迎えておって、なかなか経験を踏まえてという

方が少ない状況と言えます。あわせて、統合再編を控えて新たな環境でのスタートを

迎えることになりますけど、若手からベテランまでバランスの取れた人的配置は必要

だと考えております。人事についても、これは全県的な取り組みで町単独でというわ

けにはいきませんけれども、先ほどからの議員さんの要望もしっかりと受け止めまし

て、しっかりと進めてまいりたいと思っております。 

 教育は人なりとよく言われます。教員としての指導力向上に向けた研修等、これに

ついてもしっかりと積み重ねを行い、学校組織として児童・生徒の指導に当たれるよ

うな先生方を本町に迎えたいし、本町でも育てたいと思っているところです。 

 以上です。 

 

○西山清則議員 

 いい教師はどこでも取り合いになると思っております。いい教師を連れてきてくれ

れば、学校も多分よくなっていくと思っております。いい教師を連れてきて、魅力あ

る学校にしていただきたいと思っております。そうすることにより、子どもたちは集

まってきます。それは教育長の力量だと思っておりますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 次に、３項目めに移ります。 

 町が活性化し元気になるには、多くの人が本町に訪れ、交流人口を増加させる仕掛
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けが必要であります。観光については少しずつ、ほんの少しずつ進んでいるようです

ので、もう少し前向きに進めていただきたい。観光資源は杵島山系から白石平野、有

明海までいっぱいあるのですから、それを利用していただきたい。また、個人的にも

観光農園をされてるところもあります。町も以前行われていた「れんこんの穴から未

来が見える」のようなレンコン掘りやタマネギ収穫など、体験型観光も考えるべきで

はないでしょうか。それでも、農産物のＰＲ活動はいろんな形で行われているようで

す。 

 先日も、佐賀空港でレンコンなどのＰＲ活動をされていました。御苦労さまでした。

また、そこで少しでも白石町の観光ＰＲもしていただけたらベストだと思っておりま

す。これからは外国からも来られると思いますし、外国語を少しマスターして対応し

ていただけたらと思っております。それに、須古城跡の目玉になる龍造寺隆信像の建

立は進展しているのでしょうか、伺います。 

 

○吉村大樹商工観光課長 

 それではまず、観光資源の活用と体験型観光について答弁いたします。 

 今年度は、地方創生推進交付金を活用した長崎本線沿線地域魅力づくり事業を計画

をしておりまして、町内周遊の促進と併せまして農漁村体験ツーリズムの実施により、

さらなる交流人口の増加を目指しております。町内周遊の促進につきましては、白石

町全体を一つのキャンバスと捉えて、本町を表現するアート作品を新たな観光スポッ

トとして設置をいたしまして、既存の観光資源と合わせたイベント、しろいし緑の芸

術祭の開催による町内周遊促進を計画をしております。 

 11月13日に、当事業の企画発表会と併せまして本町の自然と農業を体感してもらう

ためにファーマーズマーケットを企画し、本町農業者及び県内外の人気のある飲食店

に御出店いただきまして新たな観光客の獲得を目指しておりましたが、残念なことに

雨天のため実施を見送りましたので、現在来年３月の開催に向けて準備をしておりま

す。農漁村体験ツーリズムにつきましては、体験観光の一環として、本町ならではの

多様な生活体験ができる観光メニューを計画をしております。今のところ、県外の修

学旅行生の受入れを予定し、受入れ家庭の募集などの体制づくりについて準備を進め

ているところです。また、最近はイチゴ、レンコン、花の観光農園を実施されている

若い農業者もおられますので、今後参考例として推進できればというふうに考えてお

ります。 

 次に、農産物のＰＲ活動時に合わせた観光ＰＲとの御質問でございますが、今年度

は白石特産物直売所、菜海ありあけ、道の駅しろいしで構成をされております白石町

特産物直売所連絡協議会に協力をお願いしまして、九州佐賀国際空港において６月に

スイートコーン、11月にレンコンのＰＲ販売会を行いましたが、いずれも来場者に各

種観光パンフレットを配布するなど、本町観光においてもＰＲをしてきたところでご

ざいます。今後においても、特産物のＰＲ活動時には同時に観光ＰＲも行っていきた

いというふうに考えております。 

 次に、外国からのお客様に対応するため外国語の習得をという御質問でございます

が、外国からの観光客を受け入れる側の町としては、ある程度の語学習得の必要性は
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感じております。しかしながら、現時点では外国人のお客様に対応できるまでの語学

スキルを担当課職員は持ち合わせておりませんので、今後必要となった場合はモバイ

ル端末などの翻訳機能などを活用し、随時対応していきたいというふうに考えており

ます。 

 最後に、龍造寺隆信像の建立についてでございますが、西山議員より６月議会でも

御質問をいただいております。そのときと同様の答弁となりますが、肥前の熊の異名

を持つ龍造寺隆信は、本町の歴史を語る中で大変重要な人物と認識をしております。

しかしながら、現在のところ龍造寺隆信像の建立の予定はありません。議員も御承知

のとおり、須古城跡につきましては令和２年度より国史跡指定に向け準備が進められ

ておりますので、今後龍造寺隆信像の建立に限らず、須古城跡を中心とした本町の歴

史をＰＲする施策を計画するのであるならば、国史跡指定に合わせて実施することが

最も効果的ではないのかというふうに考えております。 

 以上です。 

 

○西山清則議員 

 いろんな企画をしながらＰＲされておりますので、これからもよろしくお願いした

いと思っております。今後本町にも外国からの来町が増えてくると思いますので、対

応できる体制を願い、次の項に移りたいと思います。 

 現在中学校の駅伝大会や歌垣の郷ロードレース大会等は開催されていますが、もっ

と幅広く、積極的に各スポーツ大会を誘致する考えはないのか伺います。 

 

○谷﨑孝則生涯学習課長 

 歌垣の郷ロードレース大会につきましては、町村合併前の平成８年３月から事業を

開始いたしまして、これまでに全国から延べ５万9,000人以上の方々が参加をしてい

ただきまして、白石平野の田園風景の中を走っていただき、町の特産品を参加賞や抽

せん会の賞品などにも取り入れながら町のＰＲにも努めてきたところでございます。

コロナ禍により令和２年度はオンライン大会での開催、令和元年度と令和３年度は中

止をせざるを得ない状況となりましたが、今年度は来年３月５日の第26回大会開催に

向け、現在準備を進めているところでございます。また、中学校駅伝大会につきまし

ては、平成６年度から福富マイランド公園を発着点に県大会を開催していただき、県

内各地より出場する生徒はもちろん、選手の家族など多くの関係者にも本町にお越し

いただいております。 

 現在本町が所有しております体育施設では全国規模のスポーツ大会の誘致は難しい

と考えておりますけれども、交流試合や地区大会を行うには十分な数と広さのグラウ

ンドや体育館がございます。現在所有する体育施設をしっかりと維持管理をしながら、

まずは陸上、野球、サッカー、バレーボール、バスケットボール、卓球、ソフトボー

ル、剣道などの少年スポーツや中高生スポーツの地区大会や県大会など、そして対応

可能な施設につきましては、障がいありなしにかかわらず全ての方々が一緒に楽しん

でいただけるインクルーシブスポーツや、そしてパラスポーツにつきましても、今後

活用していただけるよう関係団体などにも呼びかけていきながら積極的に取り組んで
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まいりたいというふうに思っております。 

 以上です。 

 

○西山清則議員 

 積極的に取り組んでいく考えを持っておられるようですので、期待しております。 

 次に、スポーツ・健康増進のまち宣言の後、コロナ禍によりスポーツ行事等の中止

が相次ぎ、体を動かす時間が少なくなっています。今年に入り少しずつ回復していま

したので、夏期巡回ラジオ体操・みんなの体操会やスポーツフェスタしろいし2022な

どが行われました。また、先日東京パラリンピック車椅子テニスのメダリスト大谷桃

子選手のパラスポーツ講習会も開催されましたが、まだまだ以前のように回復してい

ません。常日頃から体を動かし、鍛え、活動的に行動されている方はいいのですが、

あまり体を動かしていない方に軽スポーツ等の普及をし、健康寿命を延ばし、幼児か

ら高齢者まで一緒になって家族でできる軽スポーツ行事を取り入れる必要があるので

はないかを伺いたいと思います。 

 

○谷﨑孝則生涯学習課長 

 今年度もコロナ禍の影響によりまして、自治公民館対抗の各大会につきましては中

止をせざるを得ない状況となりました。しかしながら、今年度は少しずつでも体を動

かす機会を町民の皆様方に提供をしていきたいと考えまして、まず５月にはニュース

ポーツ体験会、そして７月には夏期巡回ラジオ体操、そして10月にはスポーツフェス

タしろいし2022、そして11月にはパークゴルフ選手権、同じく11月にパラスポーツの

講演会、体験会、そして12月にはグラウンドゴルフの個人選手権の大会など、自由参

加型、町民の皆さんに自由に参加していただけるタイプのスポーツ事業を中心に開催

を行ってきたところでございます。参加していただいた皆様方からは、久々のスポー

ツ行事で待ちに待っていたという声、そしてぜひ来年もやってほしいというような声

もいただいております。 

 また、今年度は各地域の老人会などの会合も再開をされまして、出前講座でボッチ

ャや輪投げなどの軽スポーツに触れ合っていただく機会が増えております。生涯学習

講座では、スローエアロビックという講座を開催いたしました。参加していただいた

方からは、高齢者にもぜひ伝えていきたい、教えていきたいというようなお声も多数

聞かれました。これからも老若男女問わず取り組んでいただけるようなスポーツに関

する講座を開催していきたいと考えております。 

 そして、昨年度より障がいの有無にかかわらず全ての人が一緒に楽しんでいただけ

るインクルーシブスポーツといたしまして、ボッチャの普及に取り組んでおります。

今年の６月12日には、予定しておりました自治公民館対抗ソフトバレーボール大会は

中止をさせていただきましたけれども、その代替事業といたしまして、公民館長や体

育部長、自治公民館の役員の皆さんに向けましてボッチャの講習会を開催いたしまし

たところ、早速地域の行事に取り入れていただいた公民館もございます。また、小学

校のＰＴＡ親子ふれあい活動や老人会、そして健康サロンなどの出前講座も増えてき

ております。町内でもボッチャが少しずつ普及をしてきていると感じているところで
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ございます。今後ある程度普及できてきた段階でボッチャの大会も開催をしていきた

いというふうに考えております。 

 以上でございます。 

 

○西山清則議員 

 老若男女問わず取り組んでいける軽スポーツ講座を開催して多くの方に軽スポーツ

に触れ合っていただく機会を増やすということですので、どんどん行っていただきた

いと思っております。 

 そして、以前にも言っていましたが、パークゴルフ場はまだ余地の部分があります。

利用者は少しずつ増えてきていますが、大きな大会ができない状態です。もっと人を

呼んで大きな大会ができる広さが必要だと思っております。全部使えば面白いコース

ができると思います。コースづくりに関しては、協会の方々に意見を聞いていただき

進めていただきたいと思っております。また、他の市町でもいろんな施設の建設を考

えておられます。武雄市は今年新武雄球場が完成し、８月から利用されています。来

年には新しい体育館も完成する予定であります。鳥栖市は健康スポーツセンター計画

の再始動を考えておられます。また、北海道北広島市に、規格外ではありますが、特

別措置で来春新球場が開業します。日本ハムの本拠地として使用される予定です。本

町のスポーツ施設を充実させるために多目的施設や硬式野球のできる球場建設は考え

ていないのか伺いたいと思います。 

 

○谷﨑孝則生涯学習課長 

 パークゴルフ場コースの増設、そして武雄市民球場、ひぜしんスタジアムのような

本格的な野球場や多目的スポーツ施設の建設についてでございますが、パークゴルフ

や野球など愛好者である皆様のニーズや設備の充実した施設を整備することによって、

大規模な大会を誘致、開催していくことによりまして交流人口の増加やにぎわいの醸

成と、そして町の活性化につながっていくという点では、その必要性について十分認

識をいたしておるところでございます。しかしながら、現在本町が抱えております喫

緊の課題であります学校再編や流域治水対策、そして一斉に迎えつつある老朽化施設

等の大規模な改修費など、今後の支出増は避けられない状況でございます。やはり緊

急性、優先性という点で考えますと、町が所有する体育施設をしっかりと維持管理を

しながら有効的に活用し、議員のおっしゃるようにもっと幅広く積極的に各種スポー

ツ大会を誘致、開催していくことによりまして、インクルーシブスポーツの普及促進

なども含めまして、今後スポーツ・健康増進のまちづくりを推進していきたいという

ふうに思っております。 

 以上です。 

 

○西山清則議員 

 施設が充実していれば、多くの人が集まってきます。活性化ができ、町も元気にな

ります。必要性については十分認識していただいてると思っておりますので、ここは

町長の決断一つです。施設が充実していれば、いろんな大会を誘致できます。１歩で
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も２歩でも前へ進みましょう。よろしくお願いします。 

 それでは最後に、むつごろうカントリークラブの社長であります副町長に伺います。 

 むつごろうカントリークラブの利用度を上げるため、女性、シニア大会は行われて

いるようですが、ジュニア大会とか親子大会等は考えていないのか。また、旧町時代

から現在も各地域のゴルフ大会が行われています。カートナビも導入されていますの

で、利用しやすくなっていると思っております。ゴルフをされている方はどしどし利

用していただきたいのですが、その前に、以前行われていた議員職員の交流大会を再

度開催していただきたいのですが、ゴルフをやらない方はパークゴルフをしていただ

けたらと思っております。そうすることにより、練習などで利用する方も増えてくる

のではないでしょうか。職員との交流復活を願うものでありますが、いかがでしょう

か。 

 

○百武和義副町長 

 むつごろうカントリークラブの利用者を増やすための施策をということでございま

す。 

 むつごろうカントリークラブの来場者数につきましては、コロナ禍の中ですけども、

比較的順調に推移をしているところでございます。議員のほうからジュニア大会や親

子大会を開催してはどうかということでございますけども、ジュニア大会につきまし

ては競技人口の拡大、あるいは技術力向上に大きく寄与すると思われ、親子大会につ

きましても親子間のコミュニケーションを醸成することや集客面でも効果が期待でき

るのではということで思っておりますので、今後株式会社只江川スポーツパークの役

員会等で提案をさせていただきたいというふうに思います。また、先ほど議員職員の

交流大会とかそういったお話もいただきましたけども、この件につきましても、むつ

ごろうカントリークラブを盛り上げていくためにいろんな企画のほうも考えてまいり

たいというふうに思います。今後町民の方はもちろん、町外の方々も多くの方にむつ

ごろうカントリークラブに来ていただけるようないろんなアイデアを考えながら、お

客様がどんどん増えていただければということで考えております。 

 以上です。 

 

○西山清則議員 

 町長を頭に、職員全員が町がよくなるように頑張っておられます。我々議員も４年

に一度、町民の負託を受けて、町民の声を聞き、町の活性化に向けて活動しています

ので、町民が元気で暮らせることを願い、私の一般質問を終わります。 

 

○片渕栄二郎議長 

 これで西山議員の一般質問を終わります。 

 暫時休憩します。 

10時30分 休憩 

10時45分 再開 

○片渕栄二郎議長 
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 会議を再開します。 

 次の通告者の発言を許します。中村秀子議員。 

 

○中村秀子議員 

 それでは、議長の許可を得ましたので、一般質問をさせていただきます。 

 まず、部活動の地域移行についてということです。 

 私も教員のときには部活動に一生懸命取り組んでまいりまして、38年間の教員生活

のうちの多くが部活動のことで頭がいっぱいで、次の日曜をどうしよう、次の土曜を

どうしよう、夏休みの合宿はどうしようというようなことを過ごしてきた中において、

将来的には学校から部活がなくなるということに非常にショックを受けて、一体どう

なるんだろうと、それがいい方向であるのかなということも踏まえまして、この移行

期はとても大事だなというふうに思っております。今の段階で私と同じように先生方、

あるいは保護者の皆さん、子どもたちも一体どうなるんだろうということで、不安と

か希望とかそういうことでいっぱいじゃなかろうかなというふうに思うところでござ

います。 

 また、本町は学校統合という機会、これをチャンスと捉えるべきだと思うんですね。

こういうチャンスにこういう国からの改革が重なったということをどうしてもチャン

スだと捉えねばならないし、喜ばしいことじゃないかなと思うんです。 

 また、本町が統合するに当たって私は早くから統合をしてもらいたいと思っていた

のは、中学校において部活動が成立できない、１年生が入ったらすぐレギュラーにな

って試合に出て、試合に出るのが嫌だと言って辞めていく子どもたちもいたほどでし

た。そういうことを考えたり、チームができなくてよその地域と合同、よその学校と

合同の部活動をしたりということで。そして、私はバスケットを指導していたんです

けれども、試合は５人でするんですが、練習は10人は必要ですね、ディフェンス、オ

フェンスと比べたり。そういうことを考えると、ぜひとも部活動を活性化して子ども

たちが生き生きとするためには統合をして大きな人数の学校にしたいなという思いが

ありました。 

 部活動の保障というのは本当に大きな問題なんですけれども、現在各中学校での部

活動の設置状況と部員数はどのようになっていますでしょうか。資料を要求しており

ましたので、説明をしながらお願いいたします。 

 

○出雲 誠学校教育課長 

 資料要求があっておりますので、資料を御覧ください。 

 現在の中学校の部活動の状況と部員数についてということで、白石中学校は運動部

が９競技、部が12部、男子、女子ということで数が多くなっております。９競技12部、

文化部が吹奏楽部と美術部の２部でございます。福富中学校は運動部が６競技６部。

有明中学校は運動部が６競技８部、文化部が吹奏楽部と美術部の２部となっておりま

す。部員数については資料のほうを御参照ください。 

 また、学校部活動以外で活動している種目や人数は、令和４年４月現在でございま

すが、硬式野球が13名、サッカーが10名、ダンスが６名、空手が４名、そのほかに水
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泳、ソフトボール、新体操、弓道、硬式テニス、ハンドボール、レスリング部がそれ

ぞれ１名となっております。 

 以上です。 

 

○中村秀子議員 

 この数を見ても、単独ではチームをつくるのは難しいだろうな、練習も大変だろう

なというのが見てとれる数字です。赤の四角枠というのは、どこかと合同でチームを

つくっているという意味なんでしょうか、そこら辺を。 

 

○出雲 誠学校教育課長 

 色をつけておりますところが、３年生が卒業をしたら単独で部活が成り立たないと

ころ、今現在合同練習等をやっているところでございます。 

 

○中村秀子議員 

 この中でサッカーというのが一人なんですけれども、この子は通常の練習はどうし

ている。学校の部活動に所属してて、下のほうに学校外の活動で10名がサッカーをや

っているということなんですけれども、この子とこのサッカーというのは一緒にはな

れんような状況なんですかということをちょっと聞きたいですね。そして、そのサッ

カーの10名はどこで練習をしているのかですね。まず、そこをお願いします。 

 

○出雲 誠学校教育課長 

 先ほど御説明しました部活動以外のサッカーが10名。この子たちはよそのクラブに

入っておりますが、どこのクラブというところまでは把握はできておりません。申し

訳ございません。 

 そういうところだと思います。鹿島とか、そういうところになるかと思っておりま

す。それで、一名の子がそういうところには属さないで学校で部活をしたいというこ

とで、一名で頑張っております。 

 以上です。 

 

○中村秀子議員 

 分かりました。 

 そしたら、来年度この人たちはまた中学校の部活動に参加するかどうかは分からな

いということなんですか。地域移行になるということは、地域外の活動に行っている

この人たちも合同の部活動の中に入るということなんですか。そこら辺を私もよくイ

メージがつかめないでいますので、説明していただきたいと思います。 

 また、福富中に文化部が２つあるんですけれども、この表の中では出てこないんで

すけれども、何部があるんでしょうか。 

 

○出雲 誠学校教育課長 

 まず、資料のほうの訂正をお願いいたします。 
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 福富中学校の文化部が２部となってるのは、これは間違いでございます。申し訳ご

ざいません。 

 それから、今クラブに入っている生徒たちですが、例えば野球は硬式野球ですので、

軟式と硬式の違いがございますので一緒にやることができません。それから、サッカ

ーとか種目によって中体連等の競技に出られないというようなところがございますの

で、今のところそういう子たちとの一緒の練習というのはできない状況でございます。 

 

○中村秀子議員 

 非常にこれは複雑で、本当に理解し難い、同じ学校にいながら一緒に練習をしない、

あちこちのクラブに入って練習をするというのが。地域移行というのはそういうふう

に学校の中の子どもたちも分断する可能性があるということなのかなという思いで、

非常に不安に思っているところです。こればっかり見よっても幾らでも質問は出てく

るわけですけれども。 

 まず、押さえておきたいと思うんですけれども、部活動が学校と週末には地域に移

行しますが、学校の部活動というのは教育活動の一環でしょうか。教育長、お願いし

ます。 

 

○北村喜久次教育長 

 部活動の位置づけについての確認の御質問をいただきましたけども、部活動は数学

とか国語とかという教科指導等の教育課程といいますけど、その中には入っていませ

ん。入っていませんが、部活動は学校としての教育活動です。 

 

○中村秀子議員 

 教育活動の一環であれば、憲法に保障されている、憲法の第26条第２項に義務教育

はこれを無償とするという中にも入りますし、学校教育法、あるいは教育基本法の中

にも授業料はこれを徴収しないということでうたわれていて、教育活動というのはお

金が発生しないということを我々は頭に入れて、税金でそういうことは賄う立場にあ

るということを押さえておかなければいけないんじゃないかなというふうに思ってお

ります。 

 それで、そこら辺をきちんと踏まえた上で質問に入っていきたいと思うんですけれ

ども、白石中学校の開校に向けて様々な準備がなされています。部活動の開設に向け

ては、部活動検討委員会で協議がなされているところであると思います。６月の議会

で同様の質問をしましたが、生徒のアンケート結果ではダンス部やバドミントン部を

望む声が大きかったと聞いております。新設中学校で開設予定の部活動をどのように

検討されているのでしょうか。また、令和５年度入学の生徒さんにはどのような説明

を行われているのか、お願いいたします。 

 

○出雲 誠学校教育課長 

 今年度、部活動検討委員会を５月と11月の２回開催しております。部活動の地域移

行に向け、現在の中学校部活動の実施状況を共有し、部活動地域移行に関する協議、
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合同部活動等に関する実践研究、部活動開設種目と地域移行に向けた指導体制づくり

に関する協議を現在進めています。令和５年度中学校入学予定者を対象とした新入生

説明会では、入学後はそれぞれの中学校で行われている部活動に入部して活動するこ

と、それから令和６年度新設中学校開校以降については既存の部活は開設する、その

場合、運動部が９競技13部、文化部が吹奏楽部と美術部となります。それから、部活

動顧問と外部指導者や地域の指導者も指導するようになること、それから中学生が迷

わず活動できるように、全ての運動部と文化部が学校部活だけでなく、地域クラブ、

その他の社会教育団体でも行うことができる環境づくりに現在取り組んでいることを

伝えたところです。また、生徒の要望の多かったダンスやバドミントンなどの種目に

ついては、学校部活動か地域部活動のどちらで行うか、現在検討を進めているところ

です。 

 以上です。 

 

○中村秀子議員 

 地域クラブ、社会体育団体でも行うことができる環境づくりとおっしゃったんです

かね。どういう意味ですか。例えば、先ほどの表の中で学校以外の活動をしている子

どもたちがたくさんおりましたよね。それと同じようなことは今までどおりどうぞと

いう意味でしょうか。 

 

○出雲 誠学校教育課長 

 今、部活動の検討委員会のほうでは５種目をモデル事業として進めています、軟式

野球、陸上競技、バレーボール、バスケットボール、卓球。これについてまず今国が

来年度から３年間の推進機関ということで休日を地域の方に指導してもらうという地

域移行を推進しておりますが、そこも含めて現在協議をしているところですが、まず

は３校が再編をして部活動がうまくいくようにというところでの合同部活動等を中心

にしながら、先々の国が推進している地域部活動、まずは休日のところを進めている

ところです。そういう中で、例えば社会教育団体といいますか、地域のクラブだとか

活動をされている団体とかそういうところに指導者がいないかと、そういうところの

発掘等も行っていかなければいけないと思ってるところでございます。 

 

○中村秀子議員 

 整理すると、来年度は合同部活動で安心してできますよ、また５年から７年にしな

さいと国から出ているんですが、そこら辺はテスト期間だと。６年度になると合同部

活動をして、土日、週休日には社会体育へ移行しますよと。それで、７年度はそうい

うことを発展させていきますよというような計画であるんじゃないかなと今聞いて思

ったんですけれども。 

 次の質問の中でも、国の有識者会議では、休日の部活動を令和５年度から７年度ま

での３年間をめどに段階的に地域移行をするように提言がなされました。各自治体で

具体的な取り組みやスケジュールを定めた推進計画を策定するように求められており

ます。完全移行までの道筋をどのように策定していますでしょうか。 
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○出雲 誠学校教育課長 

 本町でも、部活動の地域移行は中学生スポーツ活動の根幹に関わる重要な課題と捉

えております。先ほど説明いたしました部活動検討委員会では、年次ごとのフェーズ、

段階という感じで進めていきたいと思っております。 

 まず、休日の段階的な地域移行への取り組みといたしましては、令和４年度、部活

動検討委員会の実施、合同部活動、部活動交流会の実施、競技別検討部会の実施、研

修会、指導者等の派遣、育成、発掘といった、まずは啓発の部分を中心とした期間と

捉えて実施をしております。それで、令和５年度、来年度は部活動の基本方針の改定、

合同部活動の計画の実践と大会参加、部活動地域クラブ開設種目や文化部の決定、指

導者体制や支援体制づくりに関する協議といった実践研究の期間と考えております。

令和６年度、新設中学校の開校時ですが、開校に伴い部活動体制の確立、休日の部活

動地域移行、融合の確立、社会体育、地域クラブへの移行準備期間と考えております。 

 その後になりますが、部活動の完全地域移行に関することにつきましては、白石町

の少年スポーツ推進体制の在り方やスポーツ少年団や総合型スポーツクラブとの連携、

スポーツ協会や社会教育団体とも連携協力をしていかなければならないというフェー

ズになってくると思っておりまして、今後国の動向も注視しながら進めていく必要が

あると思っております。 

 

○中村秀子議員 

 融合の何とかとおっしゃったのは、それはどういう意味ですか。融合の確立って何

ですか。 

 

○出雲 誠学校教育課長 

 佐賀県が示しております地域移行のやり方のモデルパターンというのがございまし

て、完全に地域にお願いする部分、クラブ等にお願いする部分、それから学校と地域

が連携して行う部分とか、幾つかパターンがあります。それで、白石町に合ったパタ

ーンを考えていかなければいかんかなというところで、すみません、融合というふう

な言葉を使わせていただいております。 

 

○中村秀子議員 

 すみません。あんまり理解できなかったんですけれども、いろんな３パターンがあ

って、それをどう落としていくかという意味でよかったですかね。分かりました。 

 この前の広報紙の中でも地域移行について白石町部活動検討委員会の委員長さんが

コラムを寄せておりまして、この方はフェイスブックでも随時情報を発信していただ

いて、そうなってるんだということを注目して見ているわけですけれども、委員長さ

んは白石町での見通し、未来は明るいと書かれているので、非常に先見性を持ってこ

の事業に取り組まれているということで非常に感銘を受けたところです。 

 白石町が行う多くの事業を私たちが説明するときに、多くの回答が他市町を参考に

して検討しますという回答が多い中で、本当にこの部活動の地域移行だけは県内のト
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ップランナーだと思っております。本当にほかの市町がやっていないことを今やろう

としていらっしゃる姿に非常に力強いものを考えるわけですけれども、トップランナ

ーはトップランナーとしての先見の明と熟慮と勇気が要ると思うんですよ、お金も要

るかもしれませんけど。ほかの町は、白石町はどんなにしてますかということで必ず

トップランナーを参考にされると思うんですよね。こがんことじゃ参考にならんねと

いうことでは、ほかの市町も本当に試行錯誤の段階だと思いますので、委員長さんが

出しているコラムとか情報を逐一見ながら、そういうふうになったらいいなというこ

とで勇気をもらってたり考え方を改めたりしているところですけれども、今思いつく

だけでもたくさんの課題だとか問題が私の中では湧いてきます。 

 本当にここの問題はどうするんだ、先ほどの学校教育は無償とする、教育活動は無

償とするの中に、今小学校でも社会体育という姿がありますよね。委員長さんは、

25以上のジュニアスポーツ団体があると。中学校版ジュニアスポーツ団体になるのか

なと思うんですけど、そこは全て有償ですよね。有償というかボランティア、ほとん

どの人たちはボランティアで、いろんな大会に参加とかというのは受益者負担とかと

いうような方向で進んでいるかと思っております。そういうふうなことがどういうふ

うになっていくのかなというような疑問点もございます。週末の部活動を推進するに

当たり、問題点や課題についてどのように捉えていらっしゃるのかお聞きいたします。 

 

○出雲 誠学校教育課長 

 今年度は、佐賀県教育委員会の指定を受け、地域運動部活動推進事業に取り組んで

おります。本事業は、特に合同部活動に重点を置き、競技別検討部会を開催し、実践

と検討を進めておりますが、取り組めば取り組むぶん課題が見つかるというのを実感

しながら実践してるところです。今後解決する必要がある課題を少し上げますと、地

域での受皿はどうするか、責任の所在は、指導者の確保と育成及び研修の機会の創設

などについて、平日の指導、週末の指導の指導体制の連携、開設部活動以外の部活を

した生徒に対する対応、文化部、特に吹奏楽部の指導者への報酬はなど、まだまだ数

え切れないような課題があると思っております。こういうのを一つ一つ解決していき

ながら進めていかなければいけないと思っております。 

 

○中村秀子議員 

 本当にたくさん課題があろうかと思うんです。 

 私が幾つかお聞きしたいと思うんですけれども、吹奏楽の先生というのは非常に、

本当に自分の生活が全部ないくらいに一生懸命されているんですよね。それでも、私

が学校にいたときに、全ての楽器をできるわけではないのでそれぞれいろいろな先生

に来てもらってついているときに受益者負担で、クラリネットだとかトランペットだ

とかパーカッションだとか部門においてコーチングしてもらうときにお金を払うとい

うことがあるんですね。それはさておいて、そういう運動部活動についてはこうなん

ですけれども、中学生にとって部活動は吹奏楽も非常にハードなんで、その取扱いに

ついてはどのように。楽器とかというのも１個、トランペットとか安くて20万円とか、

高いものはもっと高いんですけれども、学校に楽器があるから使っているようなもの
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の、個人でそれを買うというのは難しいし、いろんな課題があるんですけど、吹奏楽

部の取扱いについてどのようにお考えであるのかをお聞きいたします。 

 

○出雲 誠学校教育課長 

 今議員さんがおっしゃられるとおり、吹奏楽部については非常に課題があると思っ

ております。今指導をしていただいている先生は、例えば４月から楽器を持って生徒

が演奏し始めるときに、夏頃の大会に出られるような形まで仕上げられるんですね。

何でそこまで行けるかといったら、楽譜を変調というんですか、ちょっと言葉を忘れ

ましたけど、そういうことをやって、その子のレベルに応じた楽譜にして演奏できる

ようにというところまで指導をしながら大会に臨むというような形を取られておりま

す。こういう指導者を地域の中で探すというのはなかなか難しいものがあると思って

おります。そういうことで、吹奏楽部等については先生の協力がなければできないの

かなというところで、今現在は思っているところです。 

 

○中村秀子議員 

 本当に水泳でも何でも、普通の習い事はお金がかかるんですよね。楽器、ピアノを

習うにしたってお金がかかります。学校であれだけの指導を、しかも無料でしていた

だくというので、地域移行はとてもとてもできる分野じゃないなというふうな感想を

持ちますので、ぜひ国や県、上位の機関についてもそこら辺のお尋ねをして、何とか

働き方改革の一環でもあると思いますので、音楽科の先生たちはどうなのかというこ

とを訴えてほしいと思いますし。 

 また、これは兼職兼業ということも載ってると思うんですけれども、先生たちは普

通の土日は兼職兼業で、学校の身分じゃない立場で土日の部活動になったらそれで指

導するということになるということなんですけれども、今社会体育、ジュニアスポー

ツの指導者は、ほとんど報酬はないですね。そこら辺の整合性というのをどうすれば

いいというふうにお考えでしょうか、ちょっと難しい話だと思いますが。 

 

○出雲 誠学校教育課長 

 まだまだ今後解決していかなければいけない部分だと思っております。先生方が指

導をするとなると兼職兼業という形で勤務以外のところでの活動、またそうじゃなく

て自主的にとなりますとボランティアという形で活動いただくという形になるかと思

っております。ボランティアとなると無報酬だと思いますが、その辺がいろんなパタ

ーンがあって、白石町がどういう形でそういう部活動の地域移行ができるかというの

をこれから実践といいますか、協議をしていく中で導き出していかないかん部分、現

在模索中だと思っていただければと思います。 

 

○中村秀子議員 

 兼職兼業が一番引っかかるところなんですね。教職調整が４％とのことで、超勤を

いとわず、土日の仕事もしてきていらっしゃいます。それが外れて、兼職兼業によっ

てするということになってくるんですね。 
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 私のイメージなんですけれども、そうすると普通のウイークデーは、８年度以降の

ことについてちょっと言わせていただいて申し訳ない、８年度以降には土日以外にも

平日も民間地域移行になると考えれば、兼職兼業をした場合に、先生に兼職兼業の許

可を与えると、勤務時間中には指導ができないわけですよね。土日と勤務時間後にし

か指導ができない。子どもたちは３時ぐらいに授業が終わる。先生が兼職兼業で部活

動の指導をする場合、その間勤務が終わるまでの５時までは指導ができないから、ぼ

やっと５時まで待って、そこから指導を始めるということになろうかと思うんですよ

ね。それで、事故のこと、今まで保険も学校の保険だとかの傷害保険も社会保険とは

違ってきてくるんです。けがの場合の対応の仕方も違うということもありますね。 

 出雲課長、うちの中ではちょっと解決できない問題じゃないかなと思います。ぜひ

県だとか国だとか、スポーツ庁なんかでも現場を知らっさん人たちがしよんさあとや

なかろうかねと思うくらいなところですので、そういう生徒にとっても全然よくない、

先生たちにとっても全然働き方改革になっていないような場面を何とか柔軟に対応で

きるように要望するべき。白石町のトップランナーとしての立ち位置がこういう課題

に直面しておりますので、こういうことは全国の子どもたちや先生方にとってもいい

ことではないと思いますので、ぜひ問題点だとか出てきたものを上に上げて、討論を

するきっかけをつくっていただければいいんじゃないかなというふうに思います。 

 次ですが、部活動の指導では、体罰や勝利至上主義、過度の練習など多くの問題が

ありましたが、休日の設定とかということで少しずつ是正されてきたところです。本

町でこの時期に部活動の地域移行が示されていることはチャンスであります。この機

会を逃さず、生涯スポーツにつながる在り方や障がい者スポーツなども含め、総合型

地域スポーツクラブの創設などによって本町が掲げるスポーツ・健康増進のまちへの

ビジョンを模索していかなければいけないと思いますけれども、どのようにそういう

ビジョンを持っておられるのでしょうか。 

 

○谷﨑孝則生涯学習課長 

 まず最初に、総合型地域スポーツクラブにつきましてでございます。 

 本町では、既にほっと有明クラブが設立されておりまして、令和４年度現在、会員

180名がグラウンドゴルフ、ウオーキング、ミニテニス、ヨーガの４種目で活動をな

されております。しかしながら、現在のほっと有明クラブには、中学生以下の会員は

いらっしゃいません。このほっと有明クラブが部活動の地域移行による受皿となるた

めには、種目の増設や障がいを持つ児童・生徒が活動できるようなパラスポーツ的な

種目の増設なども必要であると思っております。そして、もちろん指導者の確保とい

う点が重要となってまいります。また、本町にはスポーツ少年団という組織がござい

ます。この組織でも部活動の地域移行の受皿になり得るのではないかと考えておりま

す。本町では総合型地域スポーツクラブやスポーツ少年団など、部活動の地域移行の

受皿となるのが適当かを今後見極めながら、また新設中学校での部活動の開設状況な

ども踏まえながら、今後検討をしていきたいと思っております。 

 議員御質問の本町が掲げるスポーツ・健康増進のまちのビジョンでございますけれ

ども、老若男女を問わず、町民の皆様がそれぞれのライフステージにおいて活動をし
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ていただけるような体制づくりが重要であると認識をいたしております。部活動の地

域移行につきましては、地域の指導者の確保などまだまだ課題も多いわけでございま

すが、総合型地域スポーツクラブの拡充を含め幅広い世代の町民の皆様がスポーツ活

動に参加できる場の提供につきまして、今後努力をしていきたいと思っております。 

 以上です。 

 

○中村秀子議員 

 総合型地域スポーツクラブ、先ほどの部活動地域移行に対する検討委員会の中では、

ジュニアスポーツクラブを５種目つくられて検討されていくという、ああいうふうな

団体をずっと増やしていくのかなというような。その中にはジュニア、中学生、高校

生、シニアの指導者がいて、そういう団体が町の中でスポーツ競技団体、バレーボー

ル協会だとかバスケットボール協会というような発展をしていけばいいのかなという

イメージでいるんですよね。また、障がい者スポーツに対してどうするのかというこ

とも行政としては大きな視点になろうかと思います。また、障がいの防止だとか、教

員が勝たせろ勝たせろと、私も思ってきましたけれども、燃え尽きてしまわせないよ

うな本当に育む指導というか、そういうふうなことも生涯スポーツの中でスポーツク

ラブだとかの中で必要じゃないかと思うんですけれども、そこら辺はどのようにお考

えでしょうか。 

 

○谷﨑孝則生涯学習課長 

 議員おっしゃるとおり、障がい者の方をはじめとして町民の皆様どういう方でも気

軽にスポーツ活動をしていただける環境づくり、体制づくりというところを今後検討

していきたいと思っております。そこが部活動の地域移行を進めていく上で、町民の

皆様も年齢を幅広く皆さんでスポーツ活動をしていただけるような体制づくりを今後

検討していきたいということで思っております。 

 

○中村秀子議員 

 この地域移行については、子どもも指導者も地域の人たちもよかったと思えるよう

な移行ができるように、いろんな町民を巻き込む必要があろうかと思いますので、ま

た何回も質問させていただきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 では次に、あかり保育園の民営化について質問をいたします。 

 令和６年度からあかり保育園が民営化されることになりました。民営化決定までの

経緯を説明してください。 

 

○矢川靖章保健福祉課長 

 現在町内の保育施設は民営化を進めてきたということもありまして、公立保育園が

１園、私立保育園が４園、認定こども園が４園となっております。現在公立保育園と

しては１園となりましたあかり保育園の在り方について、役割や存在等を整理、検討

するため、あかり保育園の在り方検討委員会を設置し、意見を聴取をいたしました。

委員会では、あかり保育園の運営方針を決定されるに当たっては、限りある財源と資
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源を有効に活用し、保育園が行う様々な地域子育て支援について保育士不足また財政

面などの理由で利用者に不利益が出ないように、保護者や子どもたちが安心して地域

の保育サービスを利用できるよう配慮すべきとの提言を受けております。 

 在り方検討委員会の提言を受けまして町として検討をさせていただき、あかり保育

園を民営化する方向で令和４年３月に白石町立あかり保育園の民営化に関する基本方

針を策定し、４月以降に議会やあかり保育園の保護者などへ説明を行わせていただき

ました。７月には民営化に向け民営化事業者の募集を行いました。募集資格は白石町

内の認可保育所、または認定こども園を運営している法人とさせていただき、１法人

より応募がありました。応募があった社会福祉法人旭ヶ岡福祉会をあかり保育園運営

事業者選定委員会にて審査した結果、民営化事業者として選定され、町は旭ヶ岡福祉

会を民営化事業者に決定いたしました。民営化の時期としては、令和６年４月からと

しております。 

 以上です。 

 

○中村秀子議員 

 三位一体の改革から非常に財政状況が厳しくなったので、民営化する方向にかじを

切られたということですよね。 

 それで、この少子化であかり保育園を民営化するということに至ったわけですけれ

ども、検討委員会の中では、私も委員会に出ておりましたけれども、平均すると１園

当たり50名くらいの園児になると。それで運営がやっていけるかどうかということで、

今いろんな私立保育園は園児バスを持って子どもたちを集めていらっしゃいますしそ

ういうふうなことを使えば、子どもたちは歩いてくるわけではありませんので、親が

送ってきたり保育園バスに連れられてきたりするので、廃園もやむなしということも

出たんですけれども、民営化ということにかじを切られた理由を説明してください。 

 

○矢川靖章保健福祉課長 

 あかり保育園の在り方検討委員会の中でも、未就学児の人口の見通しを示させてい

ただきました。少子化の中で、未就学児の数は減少傾向へと予想をされております。

ですが、逆に保育の需要は依然として高い傾向が予想をされております。また、保育

園につきましては、保育の量から質へと変化をしていっております。利用者のニーズ

が多様化している中におきまして、一時預かり事業の各園での展開、地域における未

就学児家庭に対する相談活動、そこらあたりの強化ということで、各小学校区に一つ

は保育施設が必要だというふうに考えております。今後の園の運営状況なども懸念を

されていたかというふうに思っております。これまで以上に役割を果たし、変化して

いくことや、利用定員の変更による適正な公定価格の単価の適用を受けることで、園

自体の運営は成り立っていくというふうに思っております。そういうことで、あかり

保育園の民営化というところで、残していきたいというふうに判断をしております。 

 以上です。 

 

○中村秀子議員 
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 私も検討委員会の中では、北明地区の方が自分たちのところだけ保育園がないのは

不公平感を感じるような発言を出されたことを覚えております。それで、今後公募を

したときに１法人しか応募がなかったということは、私立保育園ですから経営として

どうなのかということで非常にほかの園は手を出せなかった、入札なのに１法人とい

うのは非常にそのくらいのあれなのかなと思うんですけれども、旭ヶ岡福祉会が落札

されたということですけれども、落札に至った信用度ということはどこら辺を中心に

考えられて、一つしか入札がなかったのにもかかわらず、落札した経緯をお知らせく

ださい。 

 

○矢川靖章保健福祉課長 

 旭ヶ岡福祉会さんが応募をしていただきました。落札という言葉が出ておりますけ

ど、審査委員会のほうで審査をしたという経緯で決定をしております。それで、旭ヶ

岡福祉会さんは、現在ふたば保育園の経営をされております。それで、今現在のふた

ば保育園の経営状況を見ましても順調に運営をされておりまして、そしてまた審査を

している段階でのプレゼンテーションなどでも障がい児の受入れなどを積極的に行っ

ていきますなどの前向きなプレゼンテーションがございましたので、各審査委員さん

はそこを評価されたものと思っております。 

 以上です。 

 

○中村秀子議員 

 分かりました。 

 町内の保育園は、順次民営化を図ってきております。あかり保育園が町立保育園と

してどのような役割を担ってきたのか、また先頃保育園の有志ということで要望書が

出ておりましたけれども、病児保育、医療的ケア児保育、休日保育のニーズを補完す

る対応策についてはどのようにお考えでしょうか。 

 

○矢川靖章保健福祉課長 

 公立保育園は、園児の保育園生活と子どもの健やかな成長のため、保護者の皆様や

保護者会を通じていろいろな意見をお聞きしながら園の運営を行ってまいりました。

これまでにゼロ歳児保育や延長保育、障がい児保育などの取り組みについて積極的に

実施してきたところです。平成25年から随時町内６保育園を民営化していく中で、あ

かり保育園は町内の保育の基準、そして中心的な存在として保育事業を行ってまいり

ました。現在いずれの私立保育園も公立保育園と同様の取り組みを行っておられまし

て、現在は公立と私立とでは大きな差はないという状況になっております。引き続き

よりよい保育環境づくりを行ってまいりますが、少子化、核家族化などといった社会

動向による家族構造の変化は、地域社会において子育て家庭が孤立する状況を生み出

し、子育てに不安、負担感を抱える保護者は増加しております。児童虐待対策や課題

を抱える家庭、発達が気になる子どもさんと家庭への支援など、さらに子育て施策の

充実を図る必要があると思っております。 

 以上です。 
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○中村秀子議員 

 病児保育についても、私も見てきましたけれども、手厚くというか、加配を受けて

やられているということですが、佐賀市が佐賀市立保育園を建てるときにあんまり大

き過ぎて議会で否決されたということが出ました。ちなみに聞いてみると、病児・病

後児保育の子どもたちの施設があんまり立派過ぎるということで、もうちょっと縮小

したいというような改正案が出されたようですね。本町での病児、そういう医療的ケ

アの必要な子どもたちについての対応はどのようになってるんでしょうか。 

 

○矢川靖章保健福祉課長 

 今現在、病児・病後児保育は、近隣市町の病院内の保育施設や病児・病後児保育施

設を利用していただいております。令和３年度は、２つの施設で延べ75人――実質

17人ですが――の利用があっているところです。白石町単独で実施するには設備や人

件費等で負担が大きくなることから、今後もそれらの施設を利用することで近隣市町

と協力しながら取り組んでいきたいと思っております。 

 以上です。 

 

○中村秀子議員 

 江北の小児科で担っていらっしゃるということで、そこら辺をアピールしながら、

保育状況はちゃんと行き届いていますよというような啓発だとか、そういうのもあっ

たらいいかなというふうに思っております。 

 また、令和６年度から移行されるということですけれども、そのスケジュールにつ

いてお聞きします。 

 また、４番目に書いておりますけれども、保育士さんのキャリアについて、６年度

から今まで保育士さんとして採用した方々が急にパソコンを目の前にした行政職にな

るということで大きな戸惑いも受けられておると思うんですけれども、その配置また

は研修についてどのように考えられているのか。また、本町では毎年10名程度が新規

採用されておりますが、今年度定年延長であったり保育園からの行政職への異動とか

があれば採用計画にも変更を来すと思うんですけれども、人事プランについてお尋ね

いたします。 

 まず、保育士の移行スケジュールと保育士さんたちの研修及び配置等について、そ

の後、人事プランをお願いいたします。 

 

○矢川靖章保健福祉課長 

 そしたら、私のほうからは民営化事業者に対するスケジュールのほうから答弁させ

ていただきます。 

 民営化事業者を既に決定させていただいたというところで、今後のスケジュールと

しては、法人ですけども、事業者へ引継ぎをどう行っていくかということになります。

子どもたちと保護者への影響を最小限に抑え、スムーズな移行を行うために、移行前

の令和５年度の一年をかけて保育内容を引き継ぐ引継ぎ保育期間を設けさせていただ
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きます。引継ぎ保育は、現在のあかり保育園に民営化事業者の保育士が定期的にクラ

スに入って一緒に保育に当たり、保育内容を引き継いでいく形となります。また、園

の各種行事においても積極的に参加していただきたいと考えており、現在町、あかり

保育園、そして民営化事業者の社会福祉法人旭ヶ岡福祉会とで引継ぎ保育の詳細な内

容などについて協議を行っているところです。 

 以上です。 

 

○千布一夫総務課長 

 そしたら、私のほうから保育士の今後のキャリア形成、それと今後の人事配置とい

いますか、新規採用職員関係については総務課のほうから答弁をさせていただきます。 

 令和６年度にあかり保育園が民営化されることにより、現在の保育士は事務職へ転

任することになります。保育士として勤務してきた職員が事務職へ転任するというこ

とは本人にとっては非常に不安なことでありますので、その不安を払拭する一つの手

段として、これまで同様の転任を行う際は役場庁舎内で一月程度の長期的な研修を実

施してきたところでございます。 

 今回の事務職転任についての研修につきましては令和５年度から実施する予定でご

ざいますが、あかり保育園の保育士の職員数の減少とか、あと民営化先との引継ぎな

どで保育現場の混乱を招くおそれがございますので、１月程度の長期的な研修の実施

というのは大変難しいと考えております。そういうことから、研修内容につきまして

は保育士の意見を聞きながら今後計画していくことになりますが、まずは役場の庁舎

内の雰囲気に慣れていただくために、保育士一人ずつを派遣してもらって、１日単位

で年10回程度の研修を実施することを考えております。それから、メールとか財務会

計システムなどの操作とかワードとかエクセル等の操作研修につきましては、令和６

年度に入りましてから詳しく研修を実施したいと考えております。いずれにしまして

も、保育士が事務職転任に対する不安を払拭するよう取り組みを行っていきたいと考

えております。 

 それから、人事関係というか今後の新規採用職員の考え方でございますが、定年引

上げになりますが、定年引上げ期間中の新規採用職員数につきましては令和５年度に

改定予定の白石町定員適正化計画の中で定めることにしております。本町がどのよう

な対応をするのかということは現在のところ未定でございますが、参考までに、国も

定年引上げは一足先になっておりますが、国の対応としましては、質の高い行政サー

ビスを安定的に提供できる体制を確保するためには、定年引上げ期間中においても一

定の新規採用職員を継続的に確保することが必要であるということから、従来のよう

な採用とは異なる対応が必要とされております。そういうことから、例えば２年に一

度は退職者がいない年が発生します。そういった年でも新規採用者数を平準化するた

めに、翌年度の退職者の半数を前年度に採用するといった方法も考えられるかと思い

ます。そういったことを参考にしながら、今後の職員採用計画を立てていきたいと考

えております。 

 以上です。 
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○中村秀子議員 

 保育士の行政職へのキャリア形成についてはぜひ慎重に、私も行政に行ったことが

ありますけど、何も分からなくて、病気を発症したり精神的にまいってくるというよ

うな事例も多く見られますので、優秀な人材ですのでその人たちの力が発揮できます

ようにどうぞ庁舎を挙げて温かく指導する、新規採用職員というような気持ちで指導

していただければと思います。 

 また、昨今新聞の記事にも多く載っておりますけど、園児虐待だとか、佐賀県でも

免職された保育士さんがおりましたし、ほんの氷山の一角じゃないかと思うんですよ

ね。園児を逆さづりにしたとか刃物を見せただとか御臨終と言ったとかですね。そう

いうふうなことが新聞紙上に出てきておりますけれども、ひょっとしたら、子どもた

ちは言えませんから、見えないところで園児の虐待だとか不適切な保育があったりす

るかもしれないということで、町立保育園ではないからということではいけないと思

うんですよね。幼児教育は人間形成の基礎をなすものです。保育行政について、その

役割や責任をどのように考えているのか。いじめが一番多いのは、小学校１、２年と

いう統計が出ています。それを育むためには、保育期間というのは非常に重要な人間

性を育む時期だと思います。それを私立保育園になったからといって町の責任がない

わけではないので、そういう責任をどのように果たしていこうと考えていらっしゃる

のかお聞きいたします。 

 

○矢川靖章保健福祉課長 

 議員おっしゃるとおり、幼児期の教育・保育は、子どもの人格を形成する上で基礎

となる重要なものです。町は、子どもの健やかな成長のために子どもや家庭状況に応

じた子育て支援に関する給付の保障や保育事業の実施などが責務と考えております。

あかり保育園の引継ぎの際や民営化後の課題が発生した場合には、町が積極的に調整

に入り、保育所運営に必要な改善や指導を行ってまいります。町全体の保育に関しま

しても監査や監督を行い、適切な保育が行われるよう指導を行い、保育行政の責任を

果たしてまいります。 

 以上です。 

 

○中村秀子議員 

 私たちは、川崎夢パークというところを視察させていただきました。子どもたちが

泥んこになって、障がいを持ったり、いろんな家庭環境がある、いじめられている子

どもたちもたくさん来ておりましたけれども、そういう環境が保育園の中でつくられ

ればいいなというふうに思って帰ってきたところです。ぜひ課長も見に行かれて、保

育園、幼児教育はどうあるべきかということを一緒に考えていけたらというふうに思

います。 

 以上、これで一般質問を終わります。ありがとうございました。 

 

○片渕栄二郎議長 

 これで中村議員の一般質問を終わります。 
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 暫時休憩します。 

11時45分 休憩 

13時15分 再開 

○片渕栄二郎議長 

 会議を再開します。 

 次の通告者の発言を許します。井﨑好信議員。 

 

○井﨑好信議員 

 議長のお許しをいただきましたので、12月定例議会最終、トリでの一般質問をさせ

ていただきます。執行部の方、よろしくお願いいたします。 

 今回は、本町の基幹産業でございます農業、水産業の振興につきまして通告をいた

してるところでございます。 

 まず初めに、農業の振興についてお伺いをいたします。 

 １点目に、米の価格についてでございます。 

 ３月の議会でも米価の下落で農家は非常に今厳しい経営状態に陥ってるというよう

なことから、何とか支援はできないかというふうなお願いをしたところでもございま

す。令和４年産の米の価格は、肥料など生産資材の高騰によりまして全国的に前年よ

りも概算金を引き上げる動きがあるようでございますが、佐賀県産米の状況はどのよ

うになっているのか。資料請求もしておりましたので、その辺を含めて説明をお願い

をいたします。 

 

○木須英喜農業振興課長 

 それでは、お答えをいたします。 

 まず、資料請求があっておりますので、そちらを御覧ください。これによりまして

説明をいたします。 

 まず、３年産の米価につきましては、最終生産が含まれておりませんが、手取り価

格にいたしまして、コシヒカリが１万4,514円、夢しずく１万800円、ひのひかりが

9,500円、さがびよりが１万1,500円、ヒヨクモチが１万3,100円となっております。

次に、令和４年産につきましては、まだ概算金の段階ではございますが、コシヒカリ

が１万4,000円、夢しずく１万300円、ひのひかりが9,500円、さがびよりが１万500円、

ヒヨクモチが１万2,200円というふうになっております。単純に比較検討はできませ

んが、コロナ禍から外食の需要が持ち直していることや、米の作付転換が進んだこと

で需給バランスが改善傾向にあるため、令和３年産まで続いていた米価下落の傾向が

若干持ち直してきた、落ち着いてきているものというふうに考えております。 

 米の概算金につきましては、ＪＡ等の集荷業者が生産者の出荷の際に支払う仮渡金

でありまして、県単位で全農の県本部、経済連が決定をいたしております。議員がお

っしゃるとおり、全国の主産地で米の概算金が上向いており、60キロ当たり前年比約

500円から1,500円程度の上げが中心のようでございます。コスト増加や需給改善の見

通しを踏まえまして、ＪＡグループが米生産者に支払う概算金を引き上げた影響が波

及しているものというふうに考えております。令和４年産の主要銘柄の卸業者間の取
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引価格は、３年産の秋の出回り当初に比べまして、多くの銘柄が約10％から19％程度

高くなっております。また、仕入れコストが増した卸団体は、今後小売店に価格の転

換値上げのほうを要請しております。小売店が受け入れれば、店頭価格が今後若干上

昇する可能性を含んでおるというふうに考えております。 

 

○井﨑好信議員 

 課長の答弁によりますと、概算金の引上げは生産資材の高騰とか、あるいはコロナ

禍が若干緩和というか感染拡大が若干落ち着いたというふうなことから、外食産業の

需要が緩和され、そういったことで需要と供給のバランスが改善したというふうなこ

とから概算金を引き上げる動きがあったというふうなことだろうと思います。また、

国の農水省でも主食用米から大豆、あるいは麦に転換がうまくいって、そういったこ

とも影響をしてるんじゃなかろうかなというふうに思います。 

 資料から見ますと、主力品種でございます夢しずく、あるいはひのひかり、さがび

よりで300円から500円、モチでは200円というふうなことでございますが、それだけ

の概算金が上がったというふうなことで、昨年がひのひかりが１万円を切った状況の

中で今年は若干それだけ上がったというふうなことから、本当に喜ばしいことだろう

と思います。 

 それで、追加精算がまだ、昨年から見ますと大体来年の３月に精算がされるようで

ございますが、この追加精算が例年どおりされるのか、あるいはもう少し上がるのか、

その辺の情報が分かればお答えをいただきたいと思います。 

 

○木須英喜農業振興課長 

 先ほどの答弁でも若干触れてはおりますが、まだ今は概算金の段階でございまして、

今後需給バランス等もございますので、若干市場価格が上がってくるものと私どもは

考えております。そういったところを考えますと、４年産の追加精算、来年の３月頃

の予定ではございますが、こちらも３年の当時よりも若干これも上昇傾向になってく

るのではないかというふうに考えております。 

 以上です。 

 

○井﨑好信議員 

 若干上昇もできるんじゃないかというふうな、非常に喜ばしい答弁でございました。

今年の概算金が上がったというふうなことを考えますと、昨年の令和３年が米価にし

ては底値じゃなかったのかなという思いをしております。それで、今回今年で300円

から500円、500円上がったといたしますと反当８俵で４万円というような収入アップ

にもなりまして、農家にとりましてもこの生産資材高騰の中でその辺の高騰をカバー

できるものだと、非常に農家の方も生産意欲が湧いてくるものだというふうに思って

おります。 

 それでは２点目に、肥料価格高騰対策事業は、農業経営の影響緩和と化学肥料の低

減に向けて取り組む農家を支援するものであるかと思います。国からは、前年度より

増加した肥料代について、その７割を支援し、あとの15％を町で補助するものであり、
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農家の負担軽減につながるものだというふうに思います。化学肥料の低減計画にもあ

るように、個々の圃場の土壌成分分析はそれぞれであるかと思われます。化学肥料を

過剰にやることなく、適量にやるためにも、土壌診断は必要不可欠だと思います。現

状は農家が杵島農業改良普及センター等に持ち込んで分析をお願いしている状況かと

思います。町内のＪＡ福富、白石、有明の３箇所に土壌診断機を設置したほうが分析

もより多くスムーズにいくものだと思います。町よりの支援、助成はどのようにお考

えなのかお伺いをいたします。 

 

○木須英喜農業振興課長 

 今回の肥料価格高騰対策事業につきましては、化学肥料の２割低減に向けた取り組

みを行う農業者が対象ということになっておりまして、その低減計画書の提出が義務

づけをされております。この化学肥料低減計画書のメニューについては15項目が設け

られており、この中で２つ以上の取り組みが必要というふうにされております。 

 その中でも、議員御質問のとおり、土壌分析につきましては、現在圃場の状態を把

握することがまず化学肥料低減のためにも重要な取り組みだというふうに考えられま

す。詳細に検査を行うか簡易的に行うかで料金や依頼先、また内容も変わってくると

思われますが、その結果に沿った肥料等の施用ができれば、理想的な低減が可能にな

るというふうに考えております。 

 現状としましては、分析を依頼してもそれを行える機関が限られてはいるものの、

多少時間をいただければ対応可能な状況ということだそうです。そのように聞いてお

ります。また、営農指導を行っていただくＪＡともお話をさせていただきました。こ

の内容につきまして御意見を伺ったところ、今現在稼働しているＪＡの総合分析セン

ター、あと議員がおっしゃられた杵島農業振興センターでの対応が今のところできて

いるため、各支所単位での設置は今のところ考えていないということでございました。

ただ、今後につきましては、国のほうも化学肥料をできるだけ抑えよう、低減しよう

というふうな取り組みがますます推進されるというふうに考えておりますので、いろ

んな情報を収集していきながら、その時点で対応を検討していければということでご

ざいました。こういった内容を含めまして、町としましても、今後の動向を見ながら

関係団体と協議をしてまいり、必要に応じて対応をしていきたいというふうに考えて

います。 

 

○井﨑好信議員 

 答弁では、ＪＡのほうにお伺いをしたところ、今のところ考えていないというふう

な、今までの分析センターなり、あるいは杵島農業改良普及センターでの分析で十分

間に合うんじゃないかというふうなお考えのようでございますが、私は今後そういっ

た分析は増えてくると予想をしております。国がそういった指針を持って、軽減計画

を立てて化学肥料を減らしてくれというふうな指針でございますので、私は増えてく

ると思います。ＪＡもそういう先を見据えたことをやっていく必要があるというふう

に思います。私は、まだ農家の立場に立ってないような気がしてなりません。 

 この化学肥料は、農産物を生産する上でも安定生産のためには欠かせない資材だと
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思います。しかしながら、やみくもに施肥をしても、品質なり、あるいは収量なりを

落とすような影響も出てくると思います。やはり土壌分析をしながら、そして自分の

圃場はどういう分析かというふうな、非常にその辺を分かって施肥を今後やっていく

必要があるというふうに思います。今までも麦わらを投入をしたり、あるいは稲わら

を投入をしたり、あるいは牧草のソルゴーを植えて、そしてまた後は裏作を作ったり

と、それぞれの圃場でそういう分析が違うと思います。そこをしながら今後農業に取

り組むべきじゃなかろうかと思います。 

 我々がトラクターに乗って耕うんをしましても、非常に肥えている圃場はトラクタ

ーも骨折らんで泥を打っていくわけですね。しかしながら、肥えてない圃場になりま

すと、非常にトラクターも骨折るといいますか、無理をするような、泥が細かくなら

んでいくのが肥えてない圃場だというふうに思っております。 

 それで、今後はそういう低減に向けた取り組みをしていくべきだというふうに思い

ます。その施肥設計も個々がやってるわけではございますが、特にＪＡ農協のほうで

暦といいますか、稲作暦なり、あるいは麦の暦、あるいはそういうタマネギ暦とか、

あとほかの園芸作物等の暦を作成をされまして、ただ個々が判断をしてそれに沿った

といいますか、沿ったような形で今作物を作られているのが実情かというふうに思い

ます。今後はそういった土壌診断をしながら、低減計画に基づいて自分の圃場を知り

ながら施肥をやっていくというのが今後のいろんな作物を作る上でも必要になってく

ると思います。 

 それで、私はこの質問の後に農業新聞等を見たわけでございますけれども、農水省

の事業の中で肥料コスト低減体系緊急転換事業というふうなものがございまして、

50万円未満の土壌診断装置の購入費、あるいは簡易土壌診断試薬やキットの経費、こ

れは50万円以内は全額補助というふうな事業があったもんですから、その辺を農業振

興課のほうで周知をされているのか、あるいは農協さんがそういったことをしない、

必要ないというお考えであれば、なくても今町内にも大規模な農業法人が７つぐらい

あるかと思います。その辺の聞き取り等をされて、こういった補助事業を活用して診

断機を導入されたらというふうに思うわけでございますが、その辺のお考えはいかが

でしょうか。 

 

○木須英喜農業振興課長 

 議員おっしゃられました肥料コスト低減体系緊急転換事業でございますが、この事

業の大まかなところを申しますと、化学肥料の原料に係る国際市況の影響を受けにく

い生産体制づくりを早急に進めるため慣行の施肥体系から肥料コスト低減体系への転

換を進める取り組みを支援しますということで、この事業が令和３年度の補正予算で

発足しているようでございます。 

 事業の内容としましては、先ほど若干議員のほうが触れられましたが、土壌診断の

機械なり簡易土壌診断の試薬やキット、こういったものが定額の補助ということで、

ほぼ満額に近い額が出るものと考えておりますが、こういった事業がございます。こ

の事業につきましては、国の直接採択事業になっておりまして、県の再生協議会が取

扱いの窓口ということになっております。ですので、町の農業振興課が全く関係ない
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かということではございませんが、申請のほうはそちらのほうの申請ということにな

りますので、御承知ください。 

 それから、質問にありましたとおり、実施主体といいますか、補助を受けられる方

は、この事業では基本的にはＪＡ、またはＪＡ内の各生産部会、作物部会ですね。あ

と、おっしゃられた法人、こういったところが対象になっております。そういったこ

とで、ぜひこういった事業を活用して土壌診断の機械等も導入を図っていただきたい

というふうに考えておりますが、若干要件的なことを申しますと、１件当たり50万円

未満であれば購入することはできます。しかし、レンタルやリースをすることが困難

な場合に限るというふうな要件がございまして、レンタルやリースができないことを

証明する資料の提出が必要ということになります。ですので、レンタルやリースで対

応可能ということになると購入のほうができないというふうになりますので、ここに

つきましてはその事業を考えられている皆様とよく話をしていただければというふう

に思っております。 

 以上です。 

 

○井﨑好信議員 

 この事業は農水省の直接的な事業というふうなことで、再生協議会が窓口になるよ

うなことで、農業振興課は窓口になれないというふうなことでございました。それで、

法人も対象になるというふうなことでございます。いろんな要件もあるようでござい

ますけれども、その辺を農業振興課でも法人あるいはＪＡを含めてその辺の御指導と

いいますか、こういった事業を活用してくださいというふうな旨をよろしくお伝えを

いただきたいというふうに思います。 

 ３点目に入ります。 

 本町には公共下水道、農業集落排水事業、また特定環境保全公共下水道事業がある

わけでございますけれども、発生している汚泥の処理はどのようにされているのか、

また肥料価格高騰の中で有機資源として発生する汚泥は利活用をどのように考えてい

らっしゃるのか、その辺をお尋ねをいたします。 

 

○土井 一生活環境課長 

 公共下水道、農業集落排水事業で発生する汚泥の利活用についてという御質問でご

ざいます。 

 現在特定環境保全公共下水道の白石浄化センターから発生する汚泥は、センター内

で含水率を85％まで脱水を行いまして、月平均ですけれども、15トン程度が発生いた

しております。この処理につきましては産業廃棄物に該当いたしますので産廃業者の

ほうに処理を委託しておりますけれども、委託業者側でさらに乾燥処理を行った後に

別の業者によって汚泥発酵肥料として製品化し、ホームセンターなどの市場のほうで

販売がなされております。 

 また、農業集落排水処理施設で発生する汚泥につきましては、町内の住ノ江のほう

にあります資源循環施設でもみ殻等を混合いたしまして、汚泥肥料住ノ江コンポとい

う名称で生産を行い、施設内で直接トラックに積み込む販売方式のほか、袋詰めを行
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いまして、その袋詰めした製品は町内の直売所や道の駅のほうで販売を行っておりま

す。この住ノ江コンポにつきましては、野菜苗等の定植期には予約待ちが出るほど大

変好評を得ているところでございます。 

 それと、利活用についての方針というふうなことですけれども、生活排水の処理事

業につきましては佐賀県のほうでも今年３月に佐賀県生活排水処理広域化・共同化計

画が策定されておりまして、県内を５つのブロックに分け、経営の最適化に向けた共

同化処理についての可能性検討をするように求められております。杵藤ブロックにつ

きましても下水汚泥の有効利用に向けた広域処理の可能性について今年度から検討を

始めておりまして、市町単体での現行の処理方式、処理費用と広域で新たに施設を建

設しその堆肥化施設を運営する場合、または今ある民間施設を利用した場合など、

様々なケース比較を行いながら費用対効果の検討を行い始めたところでございます。

ただ、この検討には数年かかると思っております。 

 以上です。 

 

○井﨑好信議員 

 現在特定環境保全公共下水道事業は白石浄化センターから発生する汚泥が15トンと

いうふうなことで、脱水をして処理を産廃業者に委託していると。そして、その乾燥

処理を行った後、別の業者で汚泥発酵の肥料と堆肥として製品化して販売されてると

いうふうなことだったかと思います。また、農業集落排水事業で発生する汚泥につき

ましては、住ノ江の処理センターで資源循環施設でもみ殻を混合して汚泥肥料として

家庭菜園等に販売をされて非常に好評だと。やはり農業集落排水事業の汚泥によって

ほかの、例えば稲作とか麦作とかそういったところまでは活用できないぐらいの範囲

での汚泥の量だろうというふうなことだと思います。今後は杵藤のブロックで処理に

ついて検討の段階に入ったというふうなことでございます。 

 今非常に汚泥というのが全国的にも、農業新聞なんかを見ておりましてもクローズ

アップされております。しかしながら、その肥料化といいますか、堆肥化するにも建

設費用が莫大にかかるというふうなことも言われております。先ほど民間施設も活用

というふうなことの答弁があったかと思いますけれども、私はそこまで建設して汚泥

の処理はブロックでしなくても、民間の業者も今こういった堆肥なり肥料を作ってる

ところがあると聞いております。そういう民間を活用して、ブロックでそういう処理

場を建設するよりも、そういう民間を活用したほうがいいんじゃなかろうかと思いま

すけれども、費用対効果を考えた場合に、その辺のお考えはどんなでしょうか。 

 

○土井 一生活環境課長 

 先ほど議員がおっしゃるとおりに、財政負担のことだけを考えますと、町単独で、

もしくは近隣市町の広域で施設を建設して運営するよりも、今ある民間施設を利用し

たほうが安くつくかも分かりません。しかしながら、本町としては資源循環社会形成

推進の観点から下水汚泥も資源の一つと捉えておりまして、処理方法については基本

的に堆肥化を行っていただいて、その製品はできるだけ町内でも利用できるような社

会というか、方向性に持っていきたいと考えております。また、仮にそういった要件
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を満たす事業者、民間施設があったとしても、そこまでの運搬距離だとかそこの事業

者が長期的に安定的な経営ができるかどうか、そういったものもしっかりと見極める

必要があると思っております。 

 先ほど申し上げましたとおり、今年度から杵藤ブロックにおいて広域処理の可能性

だけでなく、民間施設を使用するとした場合など様々なケースを比較しておりますの

で、今後本町にとって最も最適と思われる方針を検討してまいりたいと考えておりま

す。 

 以上です。 

 

○井﨑好信議員 

 今年から検討に入ったというふうなことで、今後は費用対効果を考えながら御検討

をいただきたいというふうに思います。 

 それで、この汚泥をある程度多くしないとそういった効果も出ないわけでございま

して、まだまだ特定環境保全公共下水道も２期工事が今進行中でございますが、まだ

接続率も悪いようでございますので、今後そういった接続率の普及にも努めていただ

きたいというふうに思います。 

 それでは、４点目に入らせていただきます。 

 使用済みとなった農業用廃プラスチック回収につきましては、白石地区農業生産資

材廃棄物適正処理推進協議会のほうで年に２回、５月と11月に回収をされてるところ

かと思います。特に園芸農家は年々廃プラスチックの量も増加傾向にあるかと思いま

す。町からはキロ当たり２円の助成をされてるところでございますが、生産資材等の

価格高騰の影響もあり、農家は非常に厳しい状況にあるわけでございます。農家の負

担軽減のためにも助成金の増額を検討すべきであると思いますけれども、資料請求を

しておりましたので、説明を併せて答弁までお願いしたいと思います。 

 

○木須英喜農業振興課長 

 まず、使用済み農業用廃プラスチック類のリサイクル回収について、今現状がどう

なっているかというところを報告をさせていただきます。 

 事業実施主体はＪＡさが白石地区が事務局となっておりまして、白石地区農業生産

資材廃棄物適正処理推進協議会でありまして、構成団体としましてＪＡ、佐賀県、白

石町、共済組合、あとＪＡ内の各生産部会、作物部会でございます。毎年５月と11月

の年２回、大体１回当たり４日間程度実施をされております。回収対象は、農業用の

ビニール、ポリエチレンフィルム、マルチ、肥料袋等の廃ビニール類、それからコン

テナ、育苗箱、かん水チューブ、育苗ポット、ポリタンク等の廃棄かさ物類というふ

うになっています。回収場所は、福富の八平干拓の境界敷地内でございまして、各構

成団体から受入れ作業等に従事をしているような状況です。 

 さて、このことを踏まえまして、資料請求のありました過去５年程度の使用済み農

業用廃プラスチックの回収事業の処理委託費について御説明をいたします。 

 資料のほうを御覧ください。 

 回収事業の費用については、廃ビニールの処理費用がキロ当たり41円、これにＪＡ
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から２円、それから議員のほうからありました町から２円の助成があり、搬入者負担

のほうは37円ということになりますが、協議会の負担金として別途１円徴収をされま

すので、実質38円ということになります。 

 次に、廃棄かさ物類につきましては、処理費用がキロ当たり52円、これにＪＡと町

から２円ずつの助成があり、購入者負担は48円となりますが、先ほど申したように協

議会負担金が別途１円徴収されますので、実質49円ということになります。 

 コンテナについては、令和３年度からかさ物類から分別をされまして、処理費用が

キロ当たり60円、先ほど申しましたような同様の助成措置等がありまして、実質57円

ということになります。 

 白石町では、このほかに別途この協議会のほうに運営助成ということで年９万円の

負担をいたしております。平成30年から令和２年度まで増減はありますものの、総じ

て毎年400トン前後が回収をされて、1,500万円ほどの処理委託費がかかっております。

令和３年度に回収量が幾分減少している点については、マルチ、タマネギの作付が減

少したことによる影響ではないかということでＪＡのほうでは分析をされております。

過去５年間の回収量については、タマネギ作付の面積やハウス施設の減少等がありま

して、若干ではございますが、おおむね減少傾向にあるようでございます。 

 これを踏まえまして、議員お尋ねの農家の負担軽減のために助成の増額を検討すべ

きではないかということでございますが、この助成については令和２年度に農業生産

資材廃棄物処理費負担軽減対策事業として、新型コロナの地方創生臨時交付金を使い

ましてキロ当たり17円の追加助成を行っております。総額については700万円程度に

なります。また、今回12月補正予算に可決いただきましたが、農業者の負担軽減のた

めに肥料価格高騰対策、また資材価格高騰支援事業等を予算計上させていただいてお

ります。ただ、この農業用廃プラ回収事業につきましては、回収量も年々減少してお

ります。また、ＳＤＧｓの循環型ということで、そういった観点からも相応の個人負

担をいただくことが重要ではないかというふうに考えておりまして、現在のところ追

加助成の考えはございません。しかし、今後処理の単価の上昇が見込まれるのも事実

でございます。このことから、構成団体のＪＡとも情勢を見極めまして、追加助成が

必要ではないかと考えられる時期が参りましたら改めて検討をしていきたいというふ

うに考えております。 

 以上です。 

 

○井﨑好信議員 

 今資料を見ておりますと、処理委託費は年々増えてきているというふうなことでご

ざいましたが、若干増えたり減ったりというふうなことで、右肩上がりで廃棄物が増

えてはいないような感じをしております。しかしながら、それの単価が平成30年から

すると41円というふうなことで、プラス６円処理単価は上がっている状況かというふ

うに思います。 

 それで、先ほど令和２年に農業生産資材廃棄物処理費負担軽減対策というふうなこ

とで、補助をいただいたわけでございます。これは、タマネギ価格がコロナ感染の拡

大によりまして非常に需要が減少したというふうなことで暴落によって、タマネギ農
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家だけじゃなくて、そういったこともあってこの支援をしていただいたものというふ

うに十分承知はしております。そしてまた、今回の12月補正でも肥料高騰対策事業、

これも十分承知しております。 

 しかし、先ほどの資材価格高騰支援事業というのは、これは白石を含め福富のカン

トリーエレベーターに対しての資材、この名称が資材価格高騰支援事業というのはカ

ントリーエレベーター、共乾建設資材高騰支援対策事業という、私はそういう名称が

よかった、議案審議のときにちょっとおかしくはなかかなと思っとったんですけれど

も、私はそこは名称を変えたほうがいいかなと思います。こういう文言の事業だと、

農業生産資材を助成するような、何かそういう誤解も受けるようでございます。 

 それで、今回２円、町から助成をされております。私が記憶するところ、合併した

すぐ頃に私は上がって２円になったというふうな記憶をしております。それで、もう

議員になってから十四、五年ぐらいは経過したかなというふうに思います。それで、

２円といいますと、令和２年度が345トンでございますから、２円掛けますと大体

70万円程度ですね。あと、１円上げますと、三十四、五万円ぐらいでの負担というふ

うに思います。それで、今現在考えていないというふうなことでございますが、農業

経営の物価高騰、いろんなことを考えますと、私は今がタイミングかなというふうに

思います。特に、今年のタマネギ、この廃プラもタマネギ農家の方が私は多く廃プラ

を持たされているというふうに思います。今年はタマネギの単価が非常に高騰で沸い

たわけでございまして、来年度の税収を税務課長も考えていらっしゃると思いますけ

れども、税収もタマネギあってで、税収も入るんじゃなかろうかと。私はこういった

来年ぐらいのタイミングで町からの助成も増加をお願いしたいなというふうに思って

おります。よろしくお願いします。上げる要件はそろってると思いますので、よろし

くお願いしときます。 

 それでは、２項の水産業の振興についてお伺いをいたしたいと思います。 

 今年度の海苔養殖は、種つけ当初から有明海全域で珪藻類の一種でございますキー

トセロスによる赤潮の発生で栄養塩が低下し、施肥により補ったものの好転せずに、

11月の下旬の降雨と寒波により栄養塩が持ち直し、摘採はされたものの一時的で、ま

た栄養塩の低下で色落ちがした状況に今現在あるかというふうに思います。 

 冷凍海苔でも、年明けから栄養塩低下も考えられ、施肥に頼らざるを得ない状況に

なってくるかと思われます。海苔養殖業者は、昨年に引き続き経営的に厳しくなって

きております。農業用肥料の支援と同様に海苔への支援が必要と考えますけれども、

その辺をお伺いをいたします。 

 

○中村政文農村整備課長 

 佐賀県の有明海で養殖されます海苔につきましては、10月26日に採苗が行われまし

て、佐賀県有明海漁協は生産枚数18億枚、販売額225億円を目標に掲げ、20年連続日

本一を目指して今期の養殖が開始をされました。しかし、採苗前からの赤潮の発生や

少雨によりまして、有明海の沖合を中心に全体的に海苔の生育に必要な栄養塩が低下

し、色落ちや海苔の芽が伸びないなどの影響が出まして、漁場に網を展開できず、採

苗の直後から栄養塩を補うための施肥を佐賀県沖で全体的に実施するという、前例の
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ない事態となりました。 

 本町におきましても、11月末までに町内漁協３支所で合わせて、液状の肥料ですけ

れども３万キロ、あと粒状の肥料３万8,950キロの施肥が実施をされております。こ

のような施肥による効果や赤潮の鎮静化、また降雨によりまして、11月前に栄養塩が

一時回復はしましたものの、東部や中部に比べますと西南部や沖合は依然として栄養

塩が低下した状態で、本町においては海苔網の冷凍入庫が12月にずれ込んだという支

所もありまして、秋芽海苔の摘採が遅れ、色落ちの影響による品質の低下や赤腐れ病

等の病害が発生するなど、厳しい状態が続いております。 

 このような厳しい状況の中、議員御指摘のとおり、肥料の価格は１キロ当たり粒状

で昨年度の170円から244円、また液状では111円から157円というふうに高騰をしてお

りまして、今後もさらに価格が上昇するということが予測をされ、燃油価格の高騰も

併せて漁業の経営を著しく圧迫をしているというふうに考えております。 

 今回燃油価格の高騰対策といたしまして、海苔の乾燥に使用しますＡ重油の高騰額

の一部を補助する海苔養殖燃油価格高騰対策事業を立ち上げまして、今議会において

可決していただいたところでございますが、肥料につきましてはまだ今期の海苔の操

業中でございます。肥料価格の高騰に対する支援が漁業者に対する支援として有効で

あるのかどうか現段階では判断がつきにくいために、今後の海苔の状況を注視しなが

ら、漁業経営の継続のために最も有効な支援を検討してまいりたいというふうに考え

ております。 

 以上です。 

 

○井﨑好信議員 

 ありがとうございました。 

 今年は異常といいますか、有明海全域で栄養塩が低下したというような、かつてな

い状況にあったわけでございます。現在も東部地区、中部地区の栄養塩も大分落ち込

んでいるというふうに聞いております。やはり今年は嘉瀬川ダムの10周年の感謝祭に

行ったときにも嘉瀬川ダムの管理事務所の所長さんもおっしゃられておりましたけれ

ども、年間で1,000ミリ降雨量が例年よりも少ないというふうなことから、そういっ

たことが影響しているんじゃなかろうかなという思いをしております。今現在海の状

況としては、新有明に聞いたところ、６割ぐらいが網が上がってると。もう色落ちし

て生産ができないわけですね、採算が合わないというふうなことで。29日までに撤去

をして、来年の２月２日から冷凍を出庫というふうなことでございます。そして、今

既に春先に発生するようなユーカンピアというプランクトンが発生してるというふう

なことで、非常に深刻な状況だというふうに思います。 

 先ほど答弁にございましたように、燃油の価格高騰対策で大体増加分の４分の１を

助成するというふうなことを今議会でも上程されて可決いたしました。そういう手当

てもしていただいているところかと思いますが、非常に厳しいというふうなことで、

今年の生産状況を見ながらそういった肥料等の支援も考えていただきたいというふう

に思います。 

 それでは、次に移りたいと思います。 
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 梅雨明け以降の少雨により、只江川末端の白石樋門の門扉が開かない状況にあった

ようでございます。通告書には最近までとしておりますけれども、漁協の方々のお力、

お骨折りによって、ポンプ船での潟土の除去で11月下旬の大潮には開いたそうでござ

います。有明海の栄養塩低下やもしも予想以上の大雨時の排水対策においても、白石

樋門からの自然排水ができないことは大きな問題であるかと認識しております。この

対策をどのように講じていく考えであるのかお伺いをいたしたいと思います。 

 課長の答弁の前に、私は持込み資料として樋門のゲートと、それから下のほうはゲ

ートの状況ですね。上のほうが陸側、貯水池側から見た写真となっております。昨年

の６月に写したものでございます。こういう状況で、中央の４門が観音開きというふ

うなことで、外側の４門がフラップゲートというふうになっております。 

 そして、先ほど冒頭にポンプ船での潟土排除ができたと申しましたけれども、ポン

プ船って何やろうかなというふうな、皆さん方はまだ分かってない方もいらっしゃる

かと思いますので説明いたしますけれども、漁船というのはディーゼルエンジンがあ

ってプロペラがあって、それから駆動して走るわけですが、このポンプ船はもちろん

プロペラはつけております。そして、漁船を改造して、普通通常漁船は海水を循環し

て冷却するわけですね、下のほうからポンプで。 

 しかし、こういう潟土排除に使うとなればそういう海水がないわけで、詰まるよう

な状況も考えられて、前のほうの表の生けすの中に海水を取り込んどって、それを循

環して使って、そして焼きつかんようにして作業をされるわけです。そして、先ほど

の樋門のこのゲートの前が潟土で止まっとったというふうなことから、漁船の後ろは

ともと言いますが、このとものほうをつけながら、ともを引いたりバックしたり前進

したりをずっと繰り返しながらそこの大潮の潮に合わせて潟泥を前に引き出すという

ふうなことで除去をされるわけです。通常はあそこの漁港は海苔が終了した後、船が

あまり係留しないときは潟土がつきますから、係留するところなんかを常時このポン

プ船によって浚渫といいますか、潟土を除去されるように置いてあるわけです。今回

も２日ぐらいかかって除去されたと聞いております。そういうことで、御認識をいた

だきたいというふうに思います。 

 そこで、課長の答弁をお願いしたいと思います。 

 

○中村政文農村整備課長 

 本年は８月16日から17日の大雨以降、10月上旬まで周期的な降雨がありましたので

只江川も一定の流量がございましたが、10月18日から11月22日までの36日間、議員も

申されますとおり、ほぼ降雨がない状況が続きまして、町内各水路においても裏作等

の農業用水確保のために排水要請がなされるというほどの水位の低下が起きておりま

した。 

 議員御質問のように、只江川の水位低下に伴う流量の減少が白石樋門の潟土堆積の

一つの要因でもあると考えられます。本年３月議会におきましても、井﨑議員のほう

から白石樋門の改修によって只江川の排水もスムーズにいくのではないかというふう

な御質問がございました。その後、町長から九州農政局に対しまして白石樋門の改修、

また潮遊池の浚渫について要望活動を行われておりまして、本年３月28日には九州農
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政局の局長と防災課長が来庁されまして、現地調査等を踏まえて検討をいただいてい

るところではございます。白石町流域治水対策メニューにおいても白石樋門の改修を

掲げておりますが、多大な予算と期間を有する事業となることが想定されますので、

早期実現に向け、国や県等に引き続き粘り強く改修の要望を行ってまいりたいと思っ

ております。 

 また、短期的な対応といたしましては、海側ゲート側の潟土撤去を杵藤農林事務所

においてお願いをしているわけでございますが、先ほど議員のほうから御説明があり

ましたようなポンプ船による潟土撤去等の作業が行われておりまして、実績といたし

ましては平成25年度、平成30年度、令和元年度に行われております。なお、令和元年

６月には杵藤農林事務所と新有明漁協の間で農地海岸における災害対応対策業務に関

する覚書ということを取り交わされておりまして、潟土撤去作業の業務委託も行われ

ているところでございます。 

 町といたしましては、只江川からのスムーズな排水が流域治水対策としてのみなら

ず、漁港の機能保全、水産業の振興に大きく寄与していると認識をいたしております

ので、ゲート前が閉塞しないように国と県、また漁協とも連携を密にしながら対応を

してまいりたいと考えております。 

 以上です。 

 

○井﨑好信議員 

 今課長の答弁にもございましたように、只江川の水位が下がったことによってこう

いう樋門の門扉の閉塞になったかと思います。一つの方法といたしまして私の考える

ところでは、少雨等によって只江川の流量が少なくなって低下したときに新拓の有明

貯水池からこの只江川に引き込めないかというふうなことを考えるわけですけれども、

その辺のお考えはいかがでしょうか。 

 

○中村政文農村整備課長 

 只江川の水位が落ちて門扉が開かないときに有明貯水池の水を利用して流せないか

という御質問だと思います。 

 只江川と水位差が少ない有明貯水池のほうから白石樋門へ水を誘導するということ

になりますと、新拓側の地沈水路の水位が只江川の水位よりも高くなるということが

一つの条件となります。農業用水の確保等に心配がない時期、有明貯水池が一定水位

以上であること、また大潮の干潮時で只江川本川の水位が下がっている時間帯である

ことなど、複数の条件が整うことが必要になると考えます。全ての条件が整った状況

の中でどの程度の流量、水量があるのかは検証が必要というふうにはなりますが、な

かなか条件的には厳しいのかなというふうなところを考えているところではございま

す。 

 その他の対応、対策といたしまして考えてましたのが、貯水池よりも高低差があり

ます有明水路ですけれども、その有明水路に一定の水量を確保しておいて、大潮の干

潮時に合わせて放流ができないかというようなことも検討をしているところでござい

ます。先ほど申しました有明水路に一定量確保しておくということにつきましても、
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農業用水の確保等に心配がない時期、非かんがい期の取り組みが想定されますけれど

も、裏作作付のための落水をされる時期でございますので、接続水路等への影響が最

小限で済む形での水位調整による対応が求められると考えます。 

 いずれにいたしましても人為的な河川流量の調整を行うわけでございますので、海

苔養殖へ与えるデメリットになります赤潮の発生を助長しないような配慮も必要では

ないかというふうに考えますので、放流の時期、タイミング等については漁協との十

分な事前協議が必要だというふうに考えております。 

 以上です。 

 

○井﨑好信議員 

 課長からは一つの案として、有明排水路をかんがい期、稲作が済んでから一定のあ

る程度の高さ、カマチ１枚ぐらい有明水路を上げとったらそういう高低差で雨量が少

ないとき、水位が下がったときに只江川のほうに放流できるんじゃないかと。非常に

いい案だと思います。そういったことも考えながら検討をしていただきたいと思いま

す。 

 町長にもお伺いいたしますけれども、町長、先ほど課長の答弁がございましたよう

に、流域治水推進事業の分析の結果を踏まえて、私の質問も踏まえてということでご

ざいますが、農政局のほうにも要望活動を早速していただきました。そういったこと

で、この樋門の排水を含めて総括的な御見解をお伺いしたいと思います。ちょっと時

間が押しておりますけれども。 

 

○田島健一町長 

 白石樋門を使っての排水対策でございます。 

 白石樋門の件につきましては、以前の議会におきましても御質問をいただいており

ます。先ほど来、課長が答弁いたしましたとおり、白石町流域治水対策メニューにお

いても白石樋門の改修を掲げ、国や県に出向きまして要望を行っているところでもご

ざいます。以前議会でも答弁いたしましたけども、海岸保全事業が一定の完了があっ

た区域の中で白石樋門の改修を限定的に取り組まなければならないということで、取

り組む事業については国、県でも検討をしていただいてるところではございますけど

も、なかなか厳しいようなことも言っていらっしゃいます。 

 そういうことで、御質問のように白石樋門のスムーズな排水というのが、白石町の

流域治水対策と併せて有明海の海域環境にも大きく寄与するものだと認識しておりま

すので、機会を捉えてさらに粘り強く改修の要望を行ってまいりたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

 

○井﨑好信議員 

 町長からは強く要望していきたいというふうなことをお伺いして、安心をしたとこ

ろでございます。白石樋門は、排水することによって有明海の再生、あるいは水産の

大きな振興にもなってくるというふうに思います。よろしくお願いいたします。 
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 今年2022年の世相を表す言葉がせんだって、一昨日ですか、漢字で表した言葉が

「戦」というふうな言葉になったかと思います。御承知のとおりだと思いますが。農

業、あるいは水産業を取り巻く環境は、今年も非常に厳しい状況でございます。それ

に負けることなく、ＳＤＧｓ、持続可能な産業になるように、皆さん、戦い、挑戦を

続けていただくことを願いまして、私の一般質問を終わらせていただきます。どうも

ありがとうございました。 

 

○片渕栄二郎議長 

 これで井﨑議員の一般質問を終わります。 

 暫時休憩します。 

14時14分 休憩 

14時20分 再開 

○片渕栄二郎議長 

 会議を再開します。 

 

日程第３ 

○片渕栄二郎議長 

 日程第３、常任委員会の閉会中における所管事務調査の件を議題とします。 

 会議規則第72条の規定により、お手元に配付しているとおり各常任委員長から閉会

中の継続調査について申出があっています。 

 本件について各常任委員長から報告を願います。 

 

○溝上良夫総務常任委員長 

 総務常任委員会の議会閉会中の所管事務調査としまして、防災機能を強化した庁舎

の在り方に関する調査を実施したく申し出ます。 

 具体的には、災害時における大規模停電に対応するため、太陽光パネルと蓄電池を

設置した小城市役所の庁舎を視察し、業務継続計画についても調査を行います。 

 災害時における行政庁舎は、関係機関との調整はもとより、避難情報の発信につい

ても重要な防災拠点となります。小城市役所では、自給自足の電力を賄うことで停電

時も人命救助に重要な72時間の電力を確保でき、隣接する避難所の電力まで賄うこと

ができる設備を導入されております。財源は国の補助金などを活用され、全国で初め

てのシステムを導入し、ゼロカーボンシティとしても先駆的な取り組みをされており

ます。近年は全国各地で豪雨や台風災害が頻発し、また大地震も想定されてるところ

です。また、日本中の電力需給が逼迫している中において、電力が供給されないよう

な事態を想定した災害対策と業務継続計画も念頭に入れておくことも必要と感じると

ころでございます。 

 調査の期間としましては、次期議会定例会開会の前日まで、１月中旬から２月上旬

を予定をしております。 

 以上、総務常任委員会を代表して申出をいたします。 
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○草場祥則文教厚生常任委員長 

 失礼します。 

 文教厚生常任委員会の議会閉会中の所管事務調査といたしまして、新設中学校施設

整備事業及び新給食センター建設事業の現地調査を実施したく申し出ます。 

 具体的には、教育委員会の担当から建設現場の進捗状況について現地で説明を受け

ながら調査を行うものであります。文教厚生常任委員会としては、ハード面の整備は

もとよりソフト面の整備も充実していけるよう引き続き研究し、執行部に提案できれ

ばと考えております。 

 調査の期間としましては、次期議会定例会開会の前日まで、１月中旬から下旬を予

定をしております。 

 以上のとおり、文教厚生常任委員会を代表して申し上げます。よろしくお願いしま

す。 

 

○前田弘次郎産業建設常任委員長 

 産業建設常任委員会の議会閉会中の所管事務調査としまして、海苔漁場調査を実施

したく申し出ます。 

 具体的には、有明海西南部地域の漁場では昨年に引き続き栄養塩不足による色落ち

被害などが深刻であるため、本町の漁業協同組合管内の海苔漁場を視察します。有明

海西南部地域では近年赤潮による養殖海苔の色落ちが大きな問題となっており、特に

昨年度は記録的な不作となりました。さらに、栄養塩不足による施肥にかかる費用や

燃料価格の高騰などが養殖業者の経営を圧迫しており、このままでは先が見ないと、

現状を訴えられております。このような危機的な状況においても後継者が育っていけ

る環境づくりを支援していくことが重要と感じます。まずは、被害が深刻な海苔漁場

を視察し、漁協の関係者や行政の関係者と聞き取りをしたいと考えています。産業建

設常任委員会においては、必要に応じて国や県の関係機関へ働きかけができるよう、

現状の把握に努めることとしています。 

 調査の期間としましては、次期議会定例会開会の前日まで、１月２日に冷凍網の張

り替えがありますので、１月中旬から下旬２月上旬を予定しています。 

 以上のとおり、産業建設常任委員会を代表して申し出ます。 

 

○片渕栄二郎議長 

 お諮りします。 

 委員長からの申出を閉会中における所管事務調査とすることに御異議ありませんか。 

 （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、委員長からの申出を閉会中における所管事務調査と

することに決定しました。 

 以上で本定例会に付された案件は全て終了いたします。 

 会議を閉じます前に、町長より挨拶があります。 

 

○田島健一町長 
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 令和４年12月定例議会の閉会に当たりまして、一言御挨拶を申し上げます。 

 今議会は12月７日から本日までの９日間の日程でございましたが、議員の皆さん方

に提案いたしました議案、一般会計補正予算など全議案14件につきまして十分な審議

をいただき、全て原案どおり承認、可決いただきました。まずもってありがたく、厚

くお礼を申し上げます。 

 今年最後の議会でございますので、この１年間を振り返ってのお礼なども申し上げ

たいというふうに思います。 

 １つ目は、新型コロナに関してでございます。 

 今年もコロナに振り回された１年間であったと思います。しかしながら、これまで

市町ごとに感染者数が確認できていたものが、９月３日以降はこれの確認ができなく

なりました。このことにより、本町内での感染者数の動向が見えなくなったこと、そ

して感染状況を見て行っていた行政無線を使用しての注意喚起等啓発ができなくなっ

たことが残念でありました。そういった中ではありますが、今年もコロナワクチン接

種の３回目から５回目を実施させていただいておりますが、いずれも全国平均や県平

均を上回る接種率となっており、医療関係者及び町民の皆様に感謝を申し上げたいと

思います。 

 ２つ目は、レンコンについてであります。 

 今年は白石、福富でレンコンが作られ始めてから100年目ということで、節目でご

ざいました。そこで、のぼりを作り、イベントを開催し、白石レンコンの名前及びお

いしさを広くＰＲすることができました。 

 ３つ目は、コウノトリについてでございます。 

 １月より町内各地で見られておりましたが、５月に電柱に巣を作り産卵、そして３

羽の幼鳥が見られました。九州で初めての誕生ということで成長してくれるのを楽し

みにしておりましたが、不運にも３羽とも亡くなってしまい、その後親鳥も町外へ引

っ越してしまいました。しかし、「また来てね」という願いを込めて、日本野鳥の会

様によって先月29日に鉄柱と巣台を設けていただきました。本当に来年も来ていただ

き、子育てをしてもらい、白石町のＰＲ大使、ＰＲ鳥になっていただきたいと思って

います。 

 ４つ目は、町民の皆様への協力についてであります。 

 まず、全国的な展開がなされておりますマイナンバーカードの交付についてでござ

います。 

 11月中旬まで申請率は県内ワーストでございました。そして、12月４日時点になり

ますけれども、集計を東京のほうでなされておりますけども、現時点においては本町

では68.23％の申請率、県内でワーストを脱却し16位、全国の申請率は70.20％でござ

いまして、佐賀県としても全国で５位というところに位置しているということで、本

町もそれなりの申請率となっているところでございます。先ほど言いましたように、

11月までは最下位ということでございましたけども、これとしても町民の皆さん方の

御協力に対し、心から感謝を申し上げるところでございます。 

 もう一つ、数字に関してでございますけども、選挙、期日前投票についてでござい

ます。 
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 近年、選挙の投票率が低調であることが問題となっております。現在佐賀県知事選

挙があっておりますが、前回の県の投票率は35.26％、本町の投票率は52.86％でござ

いました。今回はこれを下回らないよう、県や町の選挙管理委員会において積極的な

期日前投票を推奨されております。本町においても１日２回の防災行政無線を使って

の投票推奨をしているところでございますが、本日のお昼時点で期日前投票の投票率

が17.19％となっております。県内では先日の新聞でも３番目に高い数値となってお

りますけれども、これについても議員さんをはじめ町民の皆様に対して御協力を心か

ら感謝を申し上げたいというふうに思います。 

 まだまだお礼を申し上げること等たくさんございますけども、閉会の御挨拶である

のに本筋から外れたようでございます。 

 結びになりますけれども、今議会におきましても十分な議論、審議をいただきまし

て、全議案、可決、同意いただきましたことに対して再度厚くお礼を申し上げます。 

 そして、議員の皆様方、新年に向かいましての御健勝、御多幸を御祈念申し上げ、

閉会に当たりましてのお礼の言葉とさせていただきます。本当にありがとうございま

した。 

 

○片渕栄二郎議長 

 これをもちまして令和４年第８回白石町議会12月定例会を閉会します。 

 

14時35分 閉会 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 
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